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社会福祉法人 いなべ市社会福祉協議会 
 

 



 

≪重点目標≫ 

 

１．地域住民(関係機関を含む)の行動計画と、これを支える社協の行動計画である第４

次いなべ市地域福祉活動計画の推進を図るとともに、いなべ市地域福祉計画と連携

を図ります。 

 

 

２．いなべ市全域を圏域として、自治会単位から小学校区を基本圏域とした、地域住民

が自主的・主体的に運営する「福祉委員会」の設置を推進します。 

 

 

３．市民への認知度を高めるため、社協活動の一層の周知・普及に努めます。 

  

【結果】 

地域福祉活動計画推進のための「３３の取り組み」の進捗を共有し、取り組みの改

善を重ねるとともに、いなべ市の地域福祉活動の理解・共有を図り、地域福祉の活

性化につなげることを目的に地域福祉活動推進委員会を３回開催しました。取り組

みの課題や方向性を共有し、活動内容や仕組みの改善を重ねる機会となりました。

また、いなべ市とともに第５次地域福祉計画及び地域福祉活動計画のアンケート調

査を実施しました。 

【結果】 

福祉委員会の設置に向けて、自治会長等と話し合いを継続しながら新たに７地区が

福祉委員会を立ち上げ、令和７年度は８８の自治会が福祉委員会を設置していま

す。また、福祉委員会交流会を開催し、福祉委員会活動を行っている住民同士が情

報交換などを行うことで繋がりを深め、福祉委員会活動及び地域活動の活性化につ

なげました。 

【結果】 

社協だよりの設置場所として新たに「阿下喜ビジターセンター」を追加し、普及拡

大を図りました。 

また、ホームページにて情報発信をしていくにあたり、閲覧者の安全性と信頼性の

向上を図るため、SSL 化（Web サイトと閲覧者の端末との通信を暗号化）を行いまし

た。 
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４．生活困窮者の自立と尊厳を確保し、生活困窮者の支援を通じた地域づくりに取り組

みます。 

 

 

５．地域の福祉課題を調査・分析し地域に応じた仕組みづくりや、地域住民への福祉教

育・啓発活動を行い、見守り助け合いの人材育成に努めます。 

 

 

６．地域住民、ボランティア、民生委員・児童委員等各種団体、関係機関と連携し地域

福祉活動を推進・社会資源の創出に取り組みます。 

  

【結果】 

くらしサポートセンター縁を中心に、令和７年度は９７件の相談に対応し、１１件

の自立支援プランを作成しました。就労支援や家計改善、住居確保給付金の支給な

ど、個々の状況に応じた伴走型支援を展開しました。また、食糧支援４９件や緊急

小口資金等の貸し付けを行い、生活の即時安定を図りました。重層的支援会議等の

活用により、複雑化した課題に対して関係機関と連携し、困窮者が尊厳を持って自

立できる地域体制の構築に努めました。 

【結果】 

生活支援コーディネーターが地域に出向き、自治会、民生委員児童委員、関係機関

及び地域住民との意見交換や聞き取りを行い、見守り体制、移動支援、居場所づく

り等の地域課題の把握を行いました。また、地域で支え合う意識の醸成を図るとと

もに、見守りや助け合い活動の必要性を説明し、地域の担い手育成に取り組み、福

祉委員会やふれあいサロン等の立ち上げにつながりました。 

【結果】 

各種団体、関係機関と連携・協働を図りながら、高齢者等の見守り活動や障がい者

の社会参加の機会の創出、食を通じた生活困窮者世帯等への支援、福祉教育、生き

がい活動など、多様な地域福祉活動の推進を図りました。また、企業や地域住民の

参画による、みんなで支え合う地域づくりフェスティバルの開催や、企業とこども

園、ボランティアの協働イベントの開催等、新たな取り組みにつながりました。 
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７．地域住民の立場に立った、総合相談・生活支援に取り組みます。 

 

 

８．福祉サービスの収支の改善を図り、安定的な運営による事業の健全経営に努めます。 

 

 

９．家庭や地域との連携を強化し、四季を感じながら子どもが健やかに成長・発達でき 

る幼児教育を行います。 

 

 

 

【結果】 

社協内の各部署が連携し、複雑なケースの検討や情報共有を行い、問題が深刻化、

複雑化する前の未然防止・早期支援に取り組みました。多様化する相談ニーズに応

えるため、相談員のスキルアップに努めました。行政と障がい・高齢・生活困窮分

野での情報共有を随時行い、適切な介入タイミングを逃さない支援体制の構築に努

めました。 

【結果】 

オレンジ工房あげきでは、計画相談支援事業所との連携を密にし、生活介護２名、

就労継続支援Ｂ型１名の新規利用者を受け入れ、安定的な運営ができるよう、収入

の確保を行いました。また、利用者に選ばれる事業所になるよう、特別支援学校の

生徒の実習受け入れ、日中一時の受け入れを行い、将来の通所先の選択肢となるよ

うにしました。 

ケアプランセンターでは、他市町から移転した居宅介護支援事業所があり、当居宅

介護支援事業所の受け持ち件数が減少することで、経営の収入が予定よりも大幅に

減少することが懸念されました。しかし、終末期の利用者に対し、「最期を自宅で」

と希望される方について、必要な支援調整や、ご希望を叶える支援を行うことで加

算を取得し、収支は黒字経営となりました。 

ホームヘルパーステーションにおいても効率的なスケジュール管理や事務効率を高

めるよう努めました。 

【結果】 

食育を観点として地域の方の協力のもと、子ども達に食べる意欲だけでなく、食物

を育てる大切さ、楽しさを学ばせていただきました。また、四季の自然を感じ、山

や川、雑木林など自然の中で遊び、いろんな体験と経験から自主性と主体性が育ま

れ、子ども達同士での助け合う姿が見られました。 
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１０．保育ニーズ、子育て支援ニーズに合わせた保育サービスの充実を図ります。 

 

 

１１．健康づくりや介護予防に取り組める環境づくりを推進、その支援を進めます。 

 

 

１２．地域の関係機関や団体との連携の下、地域包括ケアの体制づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結果】 

令和７年度から保護者の就労状況に合わせた受け入れを行うこども園としてスター

トし、保護者に安心してもらえるように従来の保育園と変わらない保育と教育を提

供しました。また、育児疲れやリフレッシュなどの理由から利用者が増えている一

時預かり事業についても、令和６年度から１．３倍ほどの利用日数がありました。 

【結果】 

これまでの事業の内容に見直しをかけながら各事業を進め、事業に参加されている

市民への健康づくりや介護予防に対する意識向上を図ることができました。 

【結果】 

地域包括支援センターにおける総合相談等で受け止めた相談のうち、単独の支援機

関だけでは対応が難しい複雑化・複合化した事例をいなべ市が実施する重層的支援

体制整備事業・多機関協働事業につなぎ、関係機関の連携・協働による支援を行い

ました。また、地域支援ネットワークの構築、高齢者の自立支援に資するケアマネ

ジメント支援、地域課題の把握・共有、地域づくりや政策形成に資することを目的

に、地域ケア会議を開催しました。 
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１３．各関係機関と密接に連携を持ち、事業所利用者への適切な支援を進めます。 

 

 

１４．利用者の要望、選択に応える体制づくりに努め、日中活動の更なる充実に努めます。 

 

 

１５．健康で自立した生活が続けられるよう、介護予防・日常生活支援総合事業の充実・

強化を図ります。 

 

 

【結果】 

障がい者の生活介護では、仕事のみではなく、利用者が活動を選択ができるよう、

塗り絵や本読み、動画鑑賞等の機会を提供しました。就労継続支援Ｂ型では、新た

な下請け作業を受け入れ、工賃の向上に向けて取り組みました。また、利用者家族

にとって問題であった、親亡き後の利用者の生活を支えるため、グループホーム建

設と受け入れ準備を行いました。 

【結果】 

介護予防に関わる元気クラブ、いなべ暮らしの保健室等、市委託事業所が２ヶ月に

一度、一堂に会し、お互いの事業や課題を共有し、多機関・事業間の連携やつなが

りを深めました。個別ケース支援の連携が密になり、活発な意見交換ができるよう

になりました。それぞれの役割を理解・尊重しながら協力して地域づくりを進めま

した。 

【結果】 

障がい者の計画相談支援では、身体障がい、知的障がい、精神障がいがある１９７

名の方に対して、訪問や電話相談を中心に、福祉サービスの利用等に関する支援、

障がいや病状の理解に関する支援、就労に関する支援、健康・医療に関する支援等

を行いました。必要に応じ、ハローワークや病院、行政等の関係機関に相談者との

同行訪問や電話での連絡調整等を行いました。 

介護保険事業では、関係機関との連携を密に取りながら専門職としての知識や根拠

に基づいた適切な支援を行いました。 

ケアプランセンターでは、市内の７事業所を対象に主任ケアマネ勉強会を６回開催

しました。情報交換による学び合いを経て、適切な支援に繋げるスキルのブラッシ

ュアップを図りました。多くの医療機関からは、医療依存度の高い利用者の依頼を

受けましたが、スムーズな入院や治療につなげることができました。 
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１６. 地域住民の立場に立った意思決定支援をもとに、福祉施策に加え、必要な司法制度 

 を活用できるように努めます。 

 

 

１７．ICT の有効活用として労務管理の導入に向け調整します。 

 

 

１８．事業継続計画（災害編、感染症編）に沿って、定期的に訓練を行い、実態に合わせ

て追加、修正を行います。また、いなべ市が進める災害時の個別避難計画作成に福

祉専門職として参画し、連携できるように努めます。 

 

【結果】 

日常生活自立支援事業では５３名の契約者に対し、９３４件の支援を実施し、判断

能力が不十分な方の生活を支えました。成年後見支援センターでは新規相談６３件

を受け、司法書士による専門相談１２件や市長申立２件を通じて、迅速な司法制度

への繋ぎを行いました。「身寄りのない人にかかわる支援会議」への参画や、市民向

け勉強会の開催を通じ、意思決定支援の重要性を周知しました。福祉と司法が一体

となり、本人の意思を尊重した権利擁護を推進しました。 

【結果】 

勤怠システムの導入に向けて、外部業者にサポートを依頼し、無料トライアル等を

利用して業者の選定を進めました。業者選定後は、試験運用等を経て仕様やマニュ

アルを整備していきます。 

【結果】 

各部門において、事業継続計画、防災マニュアルを再確認し、机上訓練や図上訓練

に加え、災害時個別避難計画の作成や緊急災害ダイヤルを使用した実践的な研修も

実施しました。感染症対策についても事務所トイレに災害時の使用方法などを掲示

し、水栓が使用できない場合の使用方法について訓練をする等、初めて実戦的な取

り組みを行いました。各部門の取り組みを全体で共有し、いなべ市社協としての事

業継続計画に反映させました。 
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法人経営部門 
【総務課】 

 １．会務の運営 

    理事会、評議員会等を開催し、事業計画・予算、事業報告・決算等の重要案件に

ついて審議を行った。 

 （１）理事会 

 開催日 内   容 

第８９回 ６月６日 

（議案） 
定款の一部変更、就業規則の一部変更、給与規程の一

部変更、令和６年度事業報告、令和６年度社会福祉事

業会計および公益事業会計決算、令和７年度資金の積

立、令和７年度社会福祉事業会計および公益事業会計

第１次補正予算、評議員選任候補者の推薦、福祉サー

ビス苦情・要望改善事業第三者委員の委嘱、評議員選

任・解任委員の選任、任期満了に伴う役員選任候補者

の推薦、役員の報酬等に関する規程の変更、任期満了

に伴う評議員選任候補者の推薦、任期満了に伴う評議

員選任・解任委員の選任、第７５回評議員会の開催、

評議員選任・解任委員会の開催 

第９０回 ６月２３日 

（議案） 

会長、副会長および常務理事の選任、処務規程の一部

変更（書面決議） 

第９１回 １１月１７日 

（議案） 

定款の一部変更、令和７年度社会福祉事業会計および

公益事業会計第２次補正予算、住宅確保要配慮者居住

支援法人の指定申請、第７６回評議員会の開催 
（報告） 

給与規程の一部変更、育児・介護休業等に関する規則

の一部変更 

第９２回 ３月９日 

（議案） 

令和７年度資金の積立、令和７年度社会福祉事業会計

および公益事業会計第３次補正予算、令和８年度事業

計画、令和８年度社会福祉事業会計および公益事業会

計予算、理事選任候補者の推薦、評議員選任候補者の

推薦、第７７回評議員会の開催、評議員選任・解任委

員会の開催、令和８年度役員等賠償責任保険契約の更
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 開催日 内   容 

新、会長の選定、事務局長の選任 

（報告） 

職員就業規則の一部変更、給与規程の一部変更、定年

退職再雇用規程の一部変更、年次有給休暇の積立保存

制度規程の一部変更、経理規程の一部変更 

第９３回 ３月１７日 

（議案） 
副会長の選定、福祉サービス苦情・要望改善事業第三

者委員の委嘱（書面決議） 
 

 （２）評議員会 

 開催日 内   容 

第７５回 ６月２３日 

（議案） 

定款の一部変更、令和６年度事業報告、令和６年度社

会福祉事業会計および公益事業会計決算、令和７年度

社会福祉事業会計および公益事業会計第１次補正予

算、役員の選任、役員の報酬等に関する規程の変更 

第７６回 １１月１９日 

（議案） 
定款の一部変更、令和７年度社会福祉事業会計および

公益事業会計第２次補正予算 

第７７回 ３月１６日 

（議案） 
令和７年度社会福祉事業会計および公益事業会計第３

次補正予算、令和８年度事業計画、令和８年度社会福

祉事業会計および公益事業会計予算、理事の選任 
 

 （３）評議員選任・解任委員会 

    評議員の選任および解任は、評議員選任・解任委員会において行うこととされて

いる。委員会は外部委員を含む委員５名で構成され、本会の評議員として理事会か

ら推薦された候補者について選任の決議を行った。 

 開催日 議 案 内 容 

第１５回 ６月１９日 評議員の選任 ２名 

第１６回 ３月１２日 評議員の選任 ２名 

 

２．事業運営の透明化 

   法人運営の透明性を確保するために、社会福祉法に定める定款、計算書類および事

業報告、役員等名簿について、主たる事務所に備え置いた。また、ホームページに社

会福祉法に定める事業計画書等の必要書類を掲載した。 
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３．財務規律の強化 

   適正かつ公正な支出管理のために、監事による月例監査を６回、決算監査（５月１

２日）を実施した。また、監事による監査のみならず、税理士法人による月次の各種

帳票の確認を委託し、より健全な財務状況が確保できるよう強化を行った。 

 

 ４．福祉サービス苦情・要望改善事業 

   開催日 ６月１９日  苦情要望件数 １１件 

   開催日 ３月１２日  苦情要望件数 １０件 

    福祉サービス苦情・要望改善事業第三者委員会を開催し、助言を求めるとともに

再発防止について協議を行った。苦情が発生した際は、迅速かつ丁寧な対応を行い、

利用者の権利擁護、満足度の向上に努めた。 

 

 ５．職員の資質向上（職員研修事業等）と人材育成 

   職員研修基本方針に基づき、下記のとおり研修を実施した。 

（１）全体研修 

 法人が目指す職員像に基づき、職員育成を目的として実施した。 

研修テーマ 実施日 参加数 

健康管理研修 ６月２０日 ６０名  

ハラスメント相談窓口担当者研修 ７月２８日 １７名 

中堅職員研修 

（タイムマネジメント研修） 
１１月２１日 １９名  

交通安全研修 ３月１８日 ７名 

 

（２）部門別研修 

    各部署の業務に必要とされる知識、技術の習得を目的として実施した。 

①地域福祉課 

研修テーマ 実施日 参加数 

仕事上のコミュニケーションについて ８月２９日   ７名 

社会福祉協議会が災害に関して担うべ

き役割は何か 
 ９月４日   ８名 

災害ボランティアセンターについて  ２月５日  ６名 

②地域生活支援課 

研修テーマ 実施日 参加数 

国民健康保険の仕組みの概要と療養費

制度について 
２月１８日 １０名 

③地域包括支援センター課 

研修テーマ 実施日 参加数 

介護予防ケアマネジメント研修 １１月１９日 １３名 

認知対応力向上研修 １２月２３日 １２名 
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総合相談研修  １月２７日 １２名 

④居宅介護支援課 

研修テーマ 実施日 参加数 

高齢者虐待防止について １０月１０日 １２名 

ケアマネジャーに必要な家族支援の視

点・適切な関わり方について 
１２月１２日 １２名 

BCP(災害)研修及び災害発生時の職員

の安否訓練について  
 １月１５日 １３名 

BCP(感染)感染症対策研修   ３月２日 １４名 

⑤介護支援課 訪問介護事業 

研修テーマ 実施日 参加数 

虐待・身体拘束防止研修  ７月２９日  ９名 

食中毒・感染症(BCP)研修  ８月１８日  ６名 

リスクマネジメント(緊急時・事故発

生時の対応)研修 
 ９月３０日 １０名 

認知症への理解 １０月１７日  ７名 

自然災害(BCP)研修 １１月１９日  ８名 

プライバシー保護  １月３０日   ８名 

ハラスメント研修  ３月２７日  ７名 

⑥介護支援課 介護予防事業 

研修テーマ 実施日 参加数 

サーキットトレーニングに関する研修   ８月７日   ９名 

栄養に関する研修 １０月１４日  ９名 

認知症に関する研修   ２月３日  ６名 

総合事業・サービス活動Ｃの効果的な

実施に関する研修 
 ３月２４日   ７名 

⑦障がい支援課 

研修テーマ 実施日 参加数 

感染症予防研修  ７月３０日 １２名 

虐待防止研修  ９月３０日 １９名 

BCP 研修 １０月３０日  ８名 

障がいへの基礎知識研修 １２月１７日 １５名 

応急手当・救命措置  ２月２５日 １０名 

⑧こども支援課 

研修テーマ 実施日 参加数 

防火研修  ５月２２日 ９０名 

OJT 監督者研修  ６月１１日 １１名 

年齢別研修（第１回）  ６月１７日 ９４名 

こども園研修  ７月１０日 ２０名 
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研修テーマ 実施日 参加数 

こども園・小学校合同研修会   ８月４日 ９５名 

食育研修(栄養士、調理員) ９月１７日 １０名 

年齢別研修（第２回） １１月５日 ９４名 

     

 ６．各種規程の適正管理 

年次有給休暇の付与について、新たに採用された職員が採用月から取得できるよ

う見直しを行い、積立保存制度についても取得事由の拡充を図った。各種手当をい

なべ市の条例に準じて改定した。特に子に対する扶養手当については、より手厚く

なるよう増額した。物価上昇や人材不足などの社会情勢を踏まえ、給与表の改定と

定年退職再雇用者の給料措置について見直しを行った。 

 

 ７．健康管理・衛生管理事業 

   職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を推

進した。 

 （１）安全衛生管理体制 

   ①安全衛生委員会 ２回（６月、２月）  

②安全推進会 １５ヶ所 職場ごとに月１回 

③産業医による職場巡視  月１回 

④職員健康相談（保健師） 月１回  延べ利用者数 ３７名  

 （２）労働安全衛生法に基づく職員の健康保持・増進 

   ①定期健康診断 

    ・受診職員数（８月～９月） ２７３名 受診率１００％ 

    ・受診結果による健康相談（産業医） ０名 

    ・受診結果による保健指導（保健師） ０名 

    ・全国健康保険協会による特定保健指導  ６名 

   ②ストレスチェック 

    ・受検者２３９名 受検率９０．９％ 

    ・高ストレス者の産業医・保健師面談 ５名 

   ③雇い入れ時の安全衛生教育 ５カ所 ２２名 

（３）車両事故防止 

    ・乗車前後の点検を徹底 

・事故を起こした職員に対する再発防止研修 

    ・乗車前後のアルコールチェック 

 

 ８．実習生、職場体験等の受入れ 

 実習・体験 受け入れ先 人数 

保育士実習 

石榑こども園、三里こども園、丹生川こど

も園、山郷こども園、員弁西こども園、ほ

くせいこども園、藤原子育て支援センター 

９名  
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 実習・体験 受け入れ先 人数 

職場体験 
山郷こども園、ほくせいこども園、員弁西

こども園、オレンジ工房あげき 
３１名  

現場実習 オレンジ工房あげき  ４名  

 

 ９．広報活動の充実 

 （１）広報誌「社協だより」 発行回数６回（奇数月） 各戸配布 

    社協事業場のほか、市内商業施設、公共施設にも配置した。 

 

 （２）情報発信 

    Facebook, X, Instagram などの情報媒体を活用し、情報提供を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

Facebook ９０件  ９５件  

X（旧 Twitter） ３５件  ４６件  

Instagram ６６件  ８３件  

プレスリリース  １件   １件  

 

１０．ネットワーク環境の整備・活用 

   オンライン会議など、IT環境の整備やグループウェアを活用して事務処理および情

報共有の効率化を図った。 

   ICT の有効活用に向けて、勤怠システムの導入に向けた検討を行った。 

 

１１．連携・協働の場としての役割 

（１）いなべ市小規模法人ネットワーク化推進事業（いなべ市委託事業） 

     いなべ市内の社会福祉法人を始めとする各福祉事業所、行政職員などが連携・

ネットワークを構築し、福祉ニーズへの対応力と運営体制の強化を図ることを目

的に研修会を実施した。 

研修テーマ 実施日 参加数 

利用者中心の意思決定支援 １１月２５日 ５７名  

より良い多機関連携を考える １月２３日 ５３名 

 

（２）いなべ市社会福祉法人連絡会 

    市内９社会福祉法人が参加する、いなべ市社会福祉法人連絡会の事務局を担い、

複数法人の協働による地域の公益的な取り組みを行った。 

   開催日 内 容 

総会 ７月２２日 
令和６年度事業報告について 
令和７年度事業計画について 

意見交換会 ７月２２日 福祉人材の確保について 
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   開催日 内 容 

UMOU プロジ

ェクト 
通年 各施設に回収 BOX を設置し、ホームページ等で啓発 

 

１２．職員状況 

正規職員 その他 

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度 

１５７名 １５７名 ２３１名 １９１名 

 

地域福祉活動推進部門 

【地域福祉課】 

＜いなべ市地域福祉活動計画＞ 

１．第４次いなべ市地域福祉計画の推進および地域福祉活動計画推進委員会 

   地域福祉活動計画に基づく活動を実施、評価を行った。推進委員会において取り

組み内容や進捗・課題等を共有、改善に向けた取り組み等を話し合い、短期的、長

期的に取り組むことを確認した。 

 開催日 場 所 出席者数 

第１回 １０月３０日 北勢市民会館 １２名  

第２回 １２月 ３日 員弁コミュニティプラザ １２名  

第３回 １２月１９日 北勢市民会館 １１名  

 

＜まちづくり・人づくり＞ 

 １．ボランティアセンター事業 

   ボランティア団体の活性化、地域福祉の向上を図るためボランティア連絡協議会の

運営及び各地区でのボランティア活動、企業社員のボランティア活動等を支援した。

また、ボランティア活動団体間での連携が図られるよう研修や協働プログラム等を

通じて各世代への理解と関心を深めた。 

   ボランティア活動を多岐にわたりコーディネートできたことで、参加者層も変化し

活動者が増えた。ボランティア活動や福祉を身近に感じるよう自発的、継続的な活

動のサポートが必要である。 

（１）ボランティア相談件数及びコーディネート件数 

 令和７年度 令和６年度 

ボランティア相談件数 ３４件  ３０件  

コーディネート件数 ２７件  ５件  

 

（２）ボランティア登録数  

 令和７年度 令和６年度 

ボランティア登録数 ２，１３１名  ２，２４９名  
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 （３）ボランティアセンターだより 発行回数１回（９月） 

 

 （４）傾聴に関する講演会 開催日 １０月２７日 参加者数 ３１名 

   

 （５）いなべふくし塾   開催日  ３月１４日 参加者数 ８７名 

   

 （６）いなべ市ボランティア連絡協議会 

    加入団体 １５団体 個人ボランティア ６名 

    定例会  １２回  延べ参加者数  ８２名 

    清掃活動等 ２回  延べ参加者数 １１６名 

 
 ２．見守り活動等の人材育成・支援  

（１）ふれあいサロン団体への Q＆Aの配布 配布団体１１６団体 

   団体代表交代時に不安なく活動ができるように、日常的に受ける相談内容につい

て紙面化し、サロン活動者の負担軽減につなげた。 

 

（２）四季の家 

毎月定例会を実施し、各地区の取り組み内容や課題などを共有して解決策を話し

合うなど、事業が継続ができるようにコーディネートを行った。 

    定例会 １１回 

    地区別開催 北勢２３回（延べ参加者数４５４名） 

          員弁２４回（延べ参加者数２８２名） 

          大安２４回（延べ参加者数３２６名） 

          藤原２４回（延べ参加者数４６５名） 

 

 （３）福祉教育推進事業 

    福祉の授業を通して、思いやりのある優しい心を育んでもらうことを目的に、福

祉教育を推進する学校へ助成金を交付するとともに、学校とともに福祉教育プログ

ラムを検討し実施した。 

福祉体験の実施：ワークショップ３時限、アイマスク体験８時限、当事者講義 

（視覚障がい）１２時限、当事者講義（聴覚障がい・手話体験） 

１２時限、車いす体験８時限、点字体験２０時限、認知症キッ 

ズサポーター養成講座４時限、共同募金啓発講座２時限、日本  

赤十字社啓発講座２時限、ボランティア活動者講義２時限 

福祉協力校の登録：市内小学校１１校、中学校４校、高校１校、聖母の家学園 

いなべ校 計１７校 

 

 ３．地域福祉推進のための活動 

   地域住民に対し地域福祉活動への理解と参加の促進を図った。地域住民、自治会長

会、関係団体、市内外事業所に周知・啓発を行い、令和７年度も多くの方にご協力い
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ただくことができた。しかし、日本赤十字社社資増強運動、社協会費とも減少傾向に

あり、更なる理解と協力を得るための活動が必要である。 

 （１）共同募金運動 

 令和 7 年度 令和６年度 

募金額 ５，５４７,４７５円  ５，５０７，１２７円  

 

 （２）日本赤十字社社資増強運動 

 令和 7 年度 令和６年度 

実績額 ５，０７３，４０６円  ５，１８９，３９０円  

 

 （３）社協会費募集 

 令和 7 年度 令和６年度 

実績額 ５，６１３，５００円  ５，６６１，３９０円  

  （内訳） 

 令和 7 年度 令和６年度 

個人会員 ９，６０３件  ９，７２１件  

賛助会員（個人） ２３９件  ２２０件  

賛助会員（法人） １２５件  １０８件  

 

（４）出前講座の実施 

   各課において住民ニーズに応じた内容を検討し、地域のふれあいサロン等で実施

した。福祉に関する情報や制度等についてわかりやすく情報を発信した。知り得

た地域課題を集約し、事業発展させていくことが課題である。 

 令和７年度 令和６年度 

実施回数 ４６回   ４８回   

 

テーマ名 出前回数 

フレイル予防 ２６回  

介護予防・健康・これからの暮らし方について ７回  

介護保険の利用について ９回  

いなべ市社会福祉協議会について １回  

地域で支えるセーフティーネット １回  

やさしい成年後見制度 １回  

はじめよう「ふくし」でまちづくり １回  

合  計 ４６回  

 

＜ネットワークづくり＞ 

 １．小地域ネットワーク事業の推進  

 （１）ふれあいサロン事業  
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    地域住民の見守り、助け合いができる仕組みづくりとして、交流の輪を広げるふ

れあいサロン・訪問活動を推進した。昨年度と比べ、集合型の集いの場の実施回数

が増加した。実施主体が老人クラブの地域では、役員のなり手不足もあり、開催や

内容の検討が負担という声もあるため不安を軽減できるよう継続支援は必要である。 

  （ふれあいサロン） 

地区 
令和７年度 令和６年度 

実施回数 延べ参加人数 実施回数 延べ参加人数 

北勢 １４３回 ４，６１４名 １２８回 ４，５８９名 

員弁 １２３回 ４，０６２名 １０２回 ３，４１４名 

大安 １３６回 ６，２８７名 １１６回 ５，３９７名 

藤原 １０５回 ２，８５３名 １０８回 ２，９００名 

合計 ５０７回 １７，８１６名 ４５４回 １６，３００名 

（ふれあい訪問活動） 

地区 
令和７年度 令和６年度 

実施回数 延べ参加人数 実施回数 延べ参加人数 

北勢 ３３回 １，４８７名 ２９回 １，７４６名 

員弁 ８回 ５０９名 ９回 ５８８名 

大安 ７回 ３０５名 １０回 ６９７名 

藤原 １８回 ７０４名 ２４回 ８０８名 

合計 ６６回 ３，００５名 ７２回 ３，８３９名 

 

 （２）障がい者スポーツ交流会 

運営委員会を開催し、当事者がスポーツをとおして仲間やボランティア、民生委

員児童委員等と交流を図り、社会参加の一助となる機会を提供することができた。 

なお、参加者の障がいの程度差が大きく、一緒に競技することが難しいことがあ

ったため、改善の検討が必要である。 

開催日 １１月１５日  参加者数 １８０名 

（内訳）当事者１３１名、支援者４９名、７事業所、ボランティア５団体 

  

 （３）生活交流会事業 

    前年度同様、知的障がい者と精神障がい者の合同で実施した。当事者家族が将来

のことを見据え、相談、つながりができる情報発信の工夫が必要である。 

    実施回数 ５回  延べ参加者数 ４９名 

 

 （４）地域交流会 

 ふくし（ふだんのくらしのしあわせ）や障がいの理解を深めるため、市内障がい

者施設や特別支援学校の方が実行委員となり、物販や活動発表などのイベントを開

催した。 

 開催日 １１月１日  参加者数 ２００名 
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 （５）敬老事業（いなべ市委託事業） 

身近な地域を単位とした、気軽で親しみやすい地域主催の「ふれあい敬老会」

を推進した。 

ふれあい敬老会  実施自治会数 １１４地区  実施施設数 ４施設 

    喜寿６８０名 米寿２３９名 白寿３３名 百歳１６名 最高齢者２名 

 

 （６）いなべ市幸齢地域づくりプロジェクト会議 ５回 

    地域支援ネットワークの構築、地域課題の把握・共有、地域づくりや政策形成に

資することを目的とする市主催の会議に参加した。 

    

 ２．災害に強いまちづくり 

   災害ボランティアセンターの円滑な設置運営に向けて、本会災害ボランティアセン

ター運営マニュアルに基づき、定期的な実践を交えた訓練や、災害ボランティアセン

ターの役割を伝える機会を設けた。 

（１）災害ボランティア登録者 

 令和７年度 令和６年度 

登録者数 ４４名  ５０名  

 

（２）災害ボランティア講演会 

     開催日 １月３１日  延べ参加者数 ８１名 

 

（３）災害ボランティアコーディネーター定例会 ７回 延べ参加者数 ５９名 

  

（４）災害ボランティアセンター設置運営訓練 １回 参加者数 ８名 

    三重県いなべ市・木曽岬町総合防災訓練 １回 参加者数１１名 

 

３．各種団体の支援・連携強化 

  事務局として事務支援及び連絡調整を行い、各団体の自主運営が図られるよう支援

に努めた。役員の高齢化や、なり手不足もあり団体の継続が課題であるため、事務

負担の軽減を図るよう支援した。今後も団体の意向を確認しながら自主運営が図れ

るように努める。 

 （１）民生委員児童委員協議会連合会 

    １２月１日に民生委員児童委員、主任児童委員（以下、民生委員）の３年に一度

の一斉改選があり、約７５％の民生委員が入れ替わった。多数の民生委員が１期目

という状況の中、円滑な民生委員活動が行えるよう支援した。 

    改選前までは丹生川上北地区と丹生川中地区を１名の民生委員で担当していたが、

改選後は各地区１名の配置となり、それに伴い市全体の定数が１０４名から１０５

名に増員となった。しかし、令和８年３月現在、楚原地区、上相場・米野地区で１

名ずつ欠員となっており、定数１０５名に対して現任数１０３名の状態である。な
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り手不足は全国的に課題となっており、民生委員が活動しやすい環境づくりを民生

委員と共に作り上げる必要がある。 

 事 業 内 容 

いなべ市 

総会、役員会、専門部会研修、全員研修、視察研修、主任児童委員会

（定例会・勉強会）、県民児協主催行事（理事会・代議員会・在宅福

祉委員会・会長研修会・主任児童委員研修会・ブロック別研修会）、

イベント会場での民生委員PR活動、ホームページ運営、もしもの時の

SOS カード配布 

北勢地区 
定例会、部会、ふれあい弁当配布、民生児童委員の日強化週間活動、

夏季友愛訪問、視察研修 

員弁地区 
定例会、部会、ふれあい弁当配布、夏季友愛訪問、登校時の見守り支

援、視察研修 

大安地区 
定例会、部会、ふれあい弁当配布、民生児童委員の日強化週間活動、

夏季友愛訪問、視察研修 

藤原地区 
定例会、部会、ふれあい弁当配布、夏季友愛訪問、高齢者施設交流事

業（花植え）、視察研修 

  

 （２）いなべ市老人クラブ連合会 

    会運営のデジタル化を推進する取り組みとして、新規事業スマホ教室を６月に４

回、２月に２回の合計６回開催した。また、事務局 LINE 公式アカウントを開設し、

単位クラブ会長を中心に登録を促した。 

事 業 内 容 

総会、役員会、支部会、老人福祉大会、趣味の作品展、ゴルフ交流会、健康づく

り講演会、芸能大会、カローリング体験教室、ボッチャ体験教室、役員研修会・

交流会、友愛訪問活動、世代間交流助成事業、イラスト教室、ゴルフ交流会、パ

ソコン教室、陶芸教室、料理教室、スマホ教室、専門部活動（囲碁・将棋、ウォ

ーキング、グラウンドゴルフ、パークゴルフ、カラオケ、社交ダンス、フォーク

ダンス、野球、民謡、麻雀） 

 

（３）いなべ市身体障がい者福祉会 

   各イベントに３０名以上の参加があり、障がい程度に関わらず会員の交流及び社

会参加の機会が図れた。また、会員増加に向け啓発チラシを全戸配布したり、イベ

ントの充実などを行った。しかし、新規会員の増加は継続的な課題となっている。 

事 業 内 容 

総会、役員会８回、広報発行２回、障がい者週間 PR 活動、会員交流会、社会見学

３回、レクリエーション交流会、役員研修２回 

  

 ４．安心して生活を送るための取り組み 

 （１）心配ごと相談 

    一般相談は民生委員児童委員の協力のもと、誰に相談してよいかわからない方の
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相談場所として機能できた。無料の法律相談では、身近な場所で専門家に相談して

もらうことにより、地域の方々が安心して暮らせるよう支援した。 

 令和７年度 令和６年度 

開所回数 相談件数 開所回数 相談件数 

一般相談 ６回 ０件 ６回 ２件 

弁護士相談 ２０回 １０２件  ２０回 ９３件 

司法書士相談 ８回 ２６件 ８回 ３９件 

   

 （２）ふれあい弁当配布事業 

    ひとり暮らし高齢者等に対し、給食ボランティアの手作り弁当などを民生委員児

童委員が配達することで、安否確認と社会的孤立の解消を図った。安否確認が目的

であることをその都度伝えながら支援を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

登録者数 ２５２件  ２７４件  

実施回数 ７１回  ７１回  

延べ配布件数 ３，９１８件  ４，０１８件  

 

 （３）外出支援・移送サービス事業 

    令和７年２月より活動を再開した。以前の登録者の精査もしながら、外出希望の

方に対して、企業(ボランティア)と連携、相談しながら支援を行った。 

登録者数 １７名  利用件数 ３件 

 

 （４）福祉用具貸与事業 

    福祉用具を無料で貸出し、在宅介護を支援した。 

貸与物品 令和７年度 令和６年度 

車イス １６２件  １７６件  

スロープ ４件    ６件  

 

 （５）在宅寝たきり高齢者等おむつ給付事業（いなべ市委託事業） 

    在宅の高齢者等に対し、介護用品を給付することにより、介護者の負担軽減を図

ることで在宅福祉の向上に努めた。 

対象者の見直しを行い、新規申請要件を要介護４以上と認定された方とした。 

 令和７年度 令和６年度 

対象者 ８０名  １１８名  

給付件数 １，２３２件  １，３８８件  

 

（６）緊急通報装置設置事業（いなべ市委託事業） 

  在宅の高齢者等が急病時や災害時に迅速かつ適切な対応が図れるよう緊急通報装

置を貸与することにより、在宅福祉の向上に努めた。 
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 令和７年度 令和６年度 

ALSOK あんしんｹｱｻﾎﾟｰﾄ １件  １件  

ＮＴＴ西日本 １件  １件  

 

（７）寝具洗濯サービス事業（いなべ市委託事業） 

    在宅の高齢者等に対し、日常生活に欠かせない寝具を洗濯、乾燥および消毒する

ことにより、在宅福祉の向上に努めた。 

 令和７年度 令和６年度 

登録者数 １２名  １０名  

延べ利用件数 ２３件  ２２件  

 

（８）訪問理容サービス事業（いなべ市委託事業） 

    在宅の高齢者等に対し、訪問による理容サービスを提供することにより、在宅福

祉の向上に努めた。 

 令和７年度 令和６年度 

登録者数 ２０名  １１名  

延べ利用件数 １２件  ５件  

 

（９）食品募集（フードドライブ）、食品配布（フードパントリー）事業 
    地域住民や企業等から寄せられた食品を、ボランティア活動者・関係団体と協力

し、ひとり親家庭や生活に困っている世帯等の食料支援につなげた。 
    配布回数 ６回 

 令和７年度 令和６年度 

食品募集 

（フードドライブ） 
１，４３１キロ １，１０６キロ  

食品配布 

（フードパントリー） 
３９０セット ３２０セット  

 
（１０）地域食堂（こども食堂）の開催支援  

    地域食堂が円滑に運営され地域に定着するように支援を行った。 
    地域住民への事業啓発・PRや安定運営のための助成金の情報提供等を行うととも

に、SNS 等で周知を行った。 
開催団体 ７団体  開催数 ４３回 

 

５．共同募金配分金 

  地域住民の理解を深めながら児童、高齢者、障がい者などを対象とした福祉活動に活

用し地域福祉の推進に努めた。 

 （１）配分決算金額 
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令和 7年度 令和６年度 

５，４１４，７３９円 ４，９８３，２６０円 

 

（２）配分金事業 

① 老人福祉活動（２事業） 

・地域におでかけ事業  申請者数３００名  協力店舗２１店舗 

・あんしん電話事業   登録者数  ６名  実施回数５０回 

   ② 母子・父子福祉活動事業（１事業） 

    ・ひとり親家庭つながり事業  助成事業申請者 １名 

                   交流事業    ２回 

   ③ 福祉育成援助活動（３事業） 

    ・歳末ふれあい事業   配布者数 １，０９５名 

    ・ふるさとづくり公園整備助成事業   申請１２地区 

    ・共同募金啓発事業  

独自啓発グッズ（テープのり） 配布者数 ３２８名（令和８年度新入生） 

募金箱作成  参加者数  １６名 

サッカー教室 雨天のため中止(申込者１７名) 

啓発イベント 参加者数 １９９名 

   ④ ボランティア活動育成事業 

    ・ボランティア団体助成事業   助成団体数２３団体 

 

＜安心な環境づくり＞ 

１．いなべ市生活支援体制整備事業、いなべ市共助の地域づくり事業 

（いなべ市委託事業） 

  生活支援コーディネーターを配置し、地域包括ケアシステム実現に向けて福祉課題

を把握し、関係機関とのネットワークの構築及び課題に対する重層的支援体制整備の

構築に取り組んだ。持続可能な事業展開が住民主体で実施できるよう取り組みを進め

た。活動を通して認知度を高めている。複合的な課題を抱える世帯への個別支援の関

わりが一層求められており、幅広い関係者と連携・協働しながら地域課題への対応に

取り組む重要性が高まっている。 

  各協議体間との連携及び活動者のなり手不足、さらなる地域課題や社会資源の把握

などの課題がある。 

（１）第１層協議体（市全域） 

    開催回数 １１回  延べ参加者数 ７１名 

    ・みんなで支え合う地域づくりフェスティバル 

開催日 ９月２８日 

参加者数２５２名（一般２２４名、企業８団体１１名、ボランティア８名、

第１層協議体メンバー９名） 

 

 （２）第１．５層協議体（中学校区） 
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    開催回数 ４５回  延べ参加者数 ４１６名 

    （北勢町１２回１３９名、員弁町１１回８８名、大安町１０回１０４名、 

藤原町１２回８５名） 

 

（３）第２層協議体（自治会単位） 

   福祉委員会設置自治会数 

 令和７年度 令和６年度 

北 勢(４９地区) ３１地区  ２５地区 

員 弁(２０地区) １３地区  １２地区  

大 安(３０地区) ２８地区  ２８地区  

藤 原(１９地区) １６地区  １６地区  

合計(１１８地区) ８８地区  ８１地区  

・相談支援中及び設置検討自治会数 １０地区 

   ・福祉委員会交流会 参加者数１０３名（参加地区：６４地区） 

   ・生きがい活動促進事業「ひなた」 活動者６名 新規登録者３名 

  

相談支援・権利擁護部門 

【地域包括支援センター課】 

（いなべ市地域包括支援センター）（いなべ市委託事業） 

 １．地域包括支援センターの運営 

   地域の高齢者等の相談窓口として、どのような支援が必要かを把握し、地域におけ

る適切なサービス、関係機関および制度の利用につなげる等の支援を行った。 

   虐待を未然に防ぎ高齢者の権利擁護に資するために関係機関と連携し、チームでの

対応力向上に努めた。 

   「ふくし総合相談窓口」として、分野を超えた相談にもワンストップで応じること

ができ、関係機関が協働して課題解決に取り組めるよう、ネットワークを活かした総

合支援を行った。 

   運営上の課題としては、専門職の人材確保と定着、それに伴う人材育成がある。 

 

 (１）総合相談支援業務 

対応件数（実人数）                       （単位：人） 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

継続対応 148 142 151 163 134 142 159 151 160 171 158 148 1,827 

新規対応 36 31 38 34 33 31 42 35 32 43 40 29 424 

 

対応件数（延べ件数） 

 電 話 来 所 訪 問 その他 計 

令和 7年度 1,838 件 609 件 830 件 100 件 3,377 件 
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令和 6年度 1,712 件 605 件 882 件 171 件 3,370 件 

    電話対応が令和６年度よりも１００件程増えており、遠方の親族からの電話での

問い合わせや相談が増えている印象がある。 

    認知機能低下に関連した相談や権利擁護(成年後見制度)に関する相談件数は増加

傾向であり、多岐にわたる相談が総合相談として入ってきている。適宜、成年後見

支援センターやもの忘れ初期集中支援チーム等と連携してケース対応に臨んでいる。 

 

 （２）権利擁護業務 

    高齢者の人権や尊厳、生命、財産を守るため、虐待の責任主体である市との連携

を基本とし、その他、福祉事務所、医療機関、保健所、警察等、様々な関係機関と

連携し、虐待対応を行った。また虐待の防止、早期発見に努め、通報があった際は

地域包括支援センター内で検討し、早急な対応が必要なケースは市と話し合いを行

い、事実確認、緊急対応の有無や今後の対応について検討し対処した。 

（緊急対応の内容）  

内容別件数（重複有り） 
うち、虐待と
認めた件数 身体的 

虐待 
介護等 
の放棄 

心理的 
虐待 

性的 
虐待 

経済的 
虐待 

計 

16 件 5 件 9 件 0 件 4 件 34 件 8 件 

    介護等の放棄や心理的虐待、経済的虐待など事実確認が難しいケースの対応が増

えており、支援がますます困難で複雑な状況になっている。そのため、司法書士や

弁護士等専門家からアドバイスを得ながら、権利侵害の状態が改善できるように努

めている。 

    また、数字には表れていないが支援が必要でありながらもセルフネグレクトによ

り支援を受け入れないケースも増えている。 

 

 （３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

    多様な生活課題を抱えている高齢者等が地域で安心してその人らしい生活を継続

するために、あらゆる社会資源を適切に活用できるよう、地域包括支援センターが

直接的に介護支援専門員を支援することに加え、環境面を整備する間接的な支援を

行った。 

①主任介護支援専門員・介護支援専門員との連携 

 ２カ月に一回勉強会を開催し、意見交換や地域課題に取り組む機会を持った。勉

強会には各事業所の主任介護支援専門員が議題を準備し意見交換を行い、日々のケ

ース支援から見えてくる課題等について共通認識を持ち、課題解決に向けての連携

に取り組んだ。 

  また、ケース支援において介護支援専門員からの相談や情報提供などに随時対応

することで連携をとった。 

②困難事例等を抱える介護支援専門員への助言、後方支援  ４８６件 

③各居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員へのサポート ７回 
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  居宅介護支援事業所の人材確保、育成、スーパービジョン体制の構築を目的に、

外部講師による個別スーパービジョンの機会を提供した。日頃の業務が多忙な中で

も受講することで自身の支援の傾向が把握でき、今後の支援や事業所の他の介護支

援専門員への指導にも活かすことができた。 

 

 （４）介護予防ケアマネジメント 

    要支援１・２の認定を受けた方や事業対象者と認定された方を対象に、介護予防

給付や総合事業における介護予防・生活支援サービス事業の利用支援を行った。 

    地域包括支援センターで直接実施する給付管理数が年々増加し、７割以上を占め

ている。 

  対応件数（延べ件数） 

電 話 来 所 訪 問 その他 計 

1,492 件 51 件 1,536 件 57 件 3,136 件 

    令和６年度対応件数  ３，２１０件(電話・来所・訪問等) 

   給付管理数（延べ件数） 

 直接 委託 全体 

令和７年度 2,009 件  677 件 2,686 件 

令和６年度 1,789 件  646 件 2,435 件 

 

 ２．介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の推進 

   要支援高齢者に対する自立支援を念頭に置いた介護予防ケアマネジメントの実施と

介護予防・日常生活支援総合事業の効率的な実施・評価により、高齢者が地域で役割

を持ち続けながら、自立した日常生活が送れるよう支援を行った。 

   コロナ禍以降、地区活動の実施状況に差があると聞く中で、今まで高齢者のグルー

プを中心に公民館で行われていた体操が、参加者の高齢化や運転免許証返納および健

康面の問題等を理由に１カ所休止となった。継続もしくは再開できる方法を、市の介

護予防事業を受託している関係機関および当事者と相談しながら、代替手段を検討し

た。交通機関が便利な地区（電車もバスも利用できる地区）であっても、利用した経

験が各々少ないことから、外出に支障をきたしていることが地域課題となっている。 

   介護保険に頼らない地域づくりおよび資源開発について、引き続き検討していく。 

    

 ３．多職種連携による地域ケア会議の充実 

   多職種連携で取り組む地域ケア会議の開催により、ケース支援におけるネットワー

クの強化を図るとともに、高齢者やその家族が抱える様々な課題やニーズに対応でき

るよう、それぞれの専門職としてのスキルアップとチーム力の向上を図った。 

 （１）多職種との連携による地域支援ケース会議の開催          １９回 

 （２）民生委員・児童委員との連携                  １８９件 

 （３）関係機関と連携し要援護者情報の把握              ８２３件 

 （４）介護支援専門員の支援困難へのサポート             ４８６件 
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 （５）ケアプラン点検事業の協働実施によるサービス給付費適正化の取り組み ６回 

 （６）生活支援コーディネーター及び地域福祉課と連携した地域資源や課題の把握 

地域包括支援センターで対応している個別ケースの課題や地域課題について、生

活支援コーディネーターと連携して課題を共有し、地域のインフォーマルサービス

とのマッチングにつながった。地域課題については、解決には至らなかったものの、

地域の現状把握やその後の検討など解決に向けた協働を行い、地域への働きかけに

つながった。 

    また、介護予防を中心とした地域課題に関しては、いなべ市幸齢地域づくりプロ

ジェクトに参加し、通いの場が地域からなくなってしまう事例への対応について協

働した。 

    地域包括支援センター、生活支援コーディネーターそれぞれが支援する対象や地

域、また実施する事業には重なりがあり連携が不可欠であるため、連携会議を７回

実施した。 

 

 ４．在宅医療と介護の連携体制の強化 

   高齢者が要介護状態となっても住み慣れた地域で安心して生活を送れるよう、医療、

介護、介護予防、生活支援、住まいが一体的に提供される地域包括ケアシステムの深

化を図り、オンライン会議等 ICT の活用も行いながら、切れ目のない在宅医療と介護

の協働体制の強化を図った。 

 （１）三重県介護支援専門員協会桑員支部への研修委託及び参加 ６回 

 （２）事例検討会参加による多機関協働の包括的支援体制の構築に向けた取り組み 

 （３）民生委員と多職種との連携研修会の開催  

    ９月に各地区民生委員・児童委員協議会定例会において座談会形式で実施 

 （４）ふくし総合相談窓口としての対応 多問題家族への連携的支援 ４６件 

    同一世帯に、社協各課がそれぞれケース支援を行っている家庭がある。課をま 

たいで関わるケースの情報共有や相談をふくし総合相談として、支援のポイントを

共有し、問題が複雑化するまえに早期に支援方針について共有できるように相談し

た。 

 （５）９月２１日いなべ地域の在宅医療・介護多職種が参加し、東員イオンにて健康フ

ェスが開催された。包括ブースでは、相談窓口紹介、運転シミュレーターによる体

験、脳トレ体験ブースを出展した。 

 （６）医療機関との連携 

 （７）入退院時におけるルール作りに向けた協働、運用による手引きの改定 

 （８）ケアマネジメントの質の向上のための事例検討会の共同開催  １回 

 （９）ＭＣＳ（メディカルケアステーション）、いなべ市「にぎわいネット」活用によ

る、連携構築の推進 

（１０）おひとりさまの課題に対する重層的支援体制整備の構築 

   いなべ地域在宅医療介護連携支援センターと連携し、おひとりさまの課題に取り

組んだ。 
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   いなべ地域の地域課題として、医療機関における身元引受人の内容等について関

係機関とともにガイドラインを読み解き、地域の実態把握を行った。 

 （１１）住まいに関する相談の受付 

    社協居住支援法人と連携し、住まいに関する相談対応を行った。 

 

 ５．認知症総合支援事業の構築 

   認知症高齢者やその家族を地域で見守り支える体制の強化と、もの忘れ初期集中支

援チーム事業と連携した支援対象者の早期発見、アウトリーチによる初期集中支援を

行った。 

対応件数（実件数） ５７件 

 

  内訳（延べ件数） 

電 話 来 所 訪 問 その他 計 

344 件 43 件 150 件 101 件  638 件 

 

もの忘れ初期集中支援チーム員会議 １０回 支援検討延べ件数 ８３件 

 

 

 

 

 

 

   外部から情報提供があったケースの内訳は、医療機関（いなべ総合病院、日下病院、

萩原クリニック）、調剤薬局、行政・社協、警察、NPO法人、認知症カフェ、民生委員、

近隣住民などであった。 

 

 （１）もの忘れ初期集中支援チームと医療機関との連携・相談体制の構築 

    いなべ総合病院および日下病院の内外来待合 TV モニターにおいて、MCI（軽度認

知障害）チェックリストと早期受診・早期相談の必要性、相談窓口周知のメッセー

ジ画像の上映と、ポスターの掲示を実施した。 

    両院では、もの忘れ専門外来診療担当看護師やブランチより、チーム員対応が必

要と思われるケースについての対応依頼や、ブランチへもの忘れ相談されたケース

について定期的に情報提供をいただいている。 

   個別支援における医師との連携は、市内外の病院・かかりつけ医に広がってきて

いる。これらは、診察医に生活状況や内服の可否、家族のサポートの有無などを

正しく知ってもらうことができ、状況に応じた介護認定に繋げられるなど効果的

な医療介護連携が行える環境に近づいている。 

    また、総合相談やプラン等でも主治医に情報提供するケースが増えてきている。

医療連携のしやすさは、もの忘れや精神疾患などがあるケースで特に助かっている。 

 （２）コミュニティカフェの開催支援 

種別 延べ件数 

外部から情報提供があったケース 56 件 

本人・家族から相談があったケース 27 件 
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    認知症の方やその家族が地域の人や専門職と相互に情報を共有し、お互いを理解

し合う目的で開催される。おれん家カフェ、ももふれあい保健室カフェ、オレンジ

キッチンMOMO、いなべ暮らしの保健室、はなかふぇの開催をカフェマップを利用し、

地域包括支援センター内外に周知した。また、本人や介護者を多職種と繋ぎ、連携

関係の構築に努めた。MCI や軽度認知症の方への出掛け先として紹介したり、カフ

ェとの情報共有のおかげでチーム員支援がスムーズに行えたケースもあった。 

 （３）認知症安心ガイドブックを活用した相談支援 

 （４）高齢者見守りネットワークによるふとした気づきの連絡件数 ３２件 

    認知症高齢者等ＳＯＳネットワークの推進 登録者 ７２名（新規登録３１名） 

    （いなべ市認知症高齢者等 QR コードワッペン、いなべ市認知症高齢者等個人賠

償責任保険の推進） 

    ポスター、ステッカーのデザインを変更し、チラシを更新した。チラシには、地

域住民から見た「ちょっと気になること」の例を記載し、全協力団体に郵送し、見

守り活動と情報提供を依頼した。 

令和６年度に新聞配達店からの情報提供により早期に医療受診、支援につながっ

たケースがあり、令和７年度は新聞配達店を中心に訪問した。地域包括支援センタ

ーの周知とともに新聞配達店が行っている見守り活動について情報収集を行い、見

守り活動の継続と連携を依頼した。 

また、成年後見支援センター職員と金融機関や郵便局を訪問し、認知機能低下等

で通帳や印鑑の紛失、手続きが難しくなっている方に対して早期に介入し、成年後

見制度や日常生活自立支援事業に繋げるように協力を依頼した。 

 （５）関係機関との連携強化（各事業者との連携） 

    市内小学４～６年生とその保護者を対象に、認知症の方への対応方法を迷路形式

にした「もの忘れ迷路」を作成し配布した。裏面の QR コードから詳しい認知症関

連の知識が得られるようにした。 

    いなべ総合病院リーダーナース育成研修の認知症関連で講義を行い、地域におけ

る認知症事業を周知した。 

    市内各事業所の介護職員を対象に「認知症ケアを語ろう会」を開催し、困難な認

知症ケアについてグループに分かれ意見交換を行った。普段他施設の同職種との交

流がないため、出席いただいた方々には好評だった。 

    認知症本人の思いを聴き、次年度以降の施策に反映することを目的とした認知症

に関する意識調査に協力した。 

 

【地域生活支援課】 

（いなべ日常生活自立支援センター）（県社協委託事業） 

１．日常生活自立支援事業 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち判断能力が不十分な方が地域

で自立した生活が送れるよう、自立に向けた相談、関係機関との調整を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

契約者数 ５３名  ５１名  
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延べ相談支援件数 ９３４件  ８３１件  

 

２．生活福祉資金 

低所得者や障がい者、高齢者等が安定した生活が送れるよう資金の貸し付けと必要

な相談を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

緊急小口資金 １件  １件  

福祉費（義肢装具） ０件  １件  

教育支援資金 １件  ０件  

 

３．小口生活資金貸付  

生活困窮者が安定した生活を送れるように、日々の生活に必要な最低限の資金を関

係機関と協議のうえ貸し付けを行った。 
 令和７年度 令和６年度 

貸付件数 １０件  １０件  

 

（いなべ市成年後見支援センター）（いなべ市委託事業） 

 １．いなべ市成年後見支援センター運営委員会 

センターの業務に関する助言・監督、受任調整、市長申立の判断等を行った。 

    開催回数 ４回 

 

２.住民への広報活動 

成年後見制度の利用促進のため、市民に対し制度の周知、啓発を行った。 

   いなべ市広報誌Ｌｉｎｋへの無料相談窓口掲載     通年 

   いなべ市広報誌Ｌｉｎｋへの挟み込みチラシ       １回 

    自治会回覧(成年後見制度周知チラシ)        １回 

   いなべ市民成年後見制度勉強会 

親族支援研修（ぱあとなあみえ）の開催     １回 

   成年後見制度の広報・説明 

・なないろコネクト（相談支援部会）定例会   １回 

・令和 7年度介護保険サービス事業所集団指導  １回 

・いなべ市居宅介護支援事業所連絡会研修会    １回 

・こどもぱれっと（ちょこっと TIME）       １回 

・支援者向け成年後見制度の周知用クリアファイルの作成 

 

 ３．相談窓口機能（権利擁護が必要な方の早期発見・早期対応） 

   制度の説明、成年後見申立書記入の支援、法律専門家へのつなぎ等を行った。 

 （１）相談受付件数 

 令和７年度 令和６年度 

新規相談 ６３件  ４７件  
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継続相談  ２５件   １９件  

 （２）司法書士による専門相談 

    支援者が抱える成年後見に関する法的課題など司法書士による専門相談を行うこ

とで支援の方向性を見出した。 

 令和７年度 令和６年度 

相談回数 ６回  ６回  

延べ相談件数  １２件   １４件  

     

 ４．成年後見制度の利用促進 

首長申立（市長申立）及び受任者調整の支援      ２件 

日常生活自立支援事業から成年後見制度への移行検討  １件 

市民後見人養成に向けて傾聴ボランティアの研修に参加 １回 

 

 ５．成年後見人等への支援 

   親族後見人に対する相談支援、書類作成支援       ５回 

 

６．法人後見事業 

   法人後見が必要なケースの受任と法人後見業務の中立性、公正性及び的確性を確保

するため法人後見委員会の設置、運営を行った。 

       令和７年度 令和６年度 

法人後見委員会 ４回  ４回  

受任件数  １件   １件  

 

 ７．権利擁護支援の地域支援ネットワーク構築への取り組み 

身寄りのない人にかかわる支援会議への参加 ３回 

   いなべ市障害者自立支援協議会への参加   ３回 

 

（いなべ市くらしサポートセンター縁）（いなべ市委託事業） 

１．生活困窮者自立支援事業 

 （１）生活困窮者及び生活困窮者の家族や関係者からの相談に応じ、アセスメントを実

施して個々人の状態にあったプランを作成し、必要なサービスに繋げた。また、関

係機関への同行訪問や就労支援員による就労支援を行った。 

    重層的支援体制整備事業支援会議及び生活困窮者支援会議では、地域住民の複雑

化・複合化した課題を抱える相談者に関する情報の共有や、必要な支援体制の検討

等を行った。 

 （２）家計改善支援においては、家計状況の見える化を図り、相談者が自ら家計を管理

できるように支援した。また、滞納の解消や債務整理に関する支援を行った。 

 （３）就労準備支援事業においては、直ちに一般就労への移行が困難な生活困窮者に対

して、一般就労に従事する準備としての基礎能力の形成、就労体験機会の提供を行

った。 

    住む場所を失うおそれが高い方には、就職活動をすることを条件に一定期間、家
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賃相当額を支給した。 

 （４）自立相談支援事業相談・プラン件数 

 令和７年度 令和６年度 

相談件数 ９７件  １３９件  

プラン作成件数  １１件   １１件  

プラン作成件数の内訳 

 令和７年度 令和６年度 

就労支援対象者 ４名  ５名  

家計改善支援事業   ４件    ４件  

就労準備支援事業   ２件    ２件  

住居確保給付金   １件    １件  

   ※就労支援対象者は、プラン期間中に一般就労を目標にしている人数 

 

 ２．無料職業紹介事業 

   生活困窮者の生活状況、就労経験、健康状態などに合わせて、単なる求人紹介だけ

でなく、自立相談支援事業所として相談者の状態に合わせた求職支援を行った。また、

地域企業への働きかけを行い、就労体験の受け入れ先とした企業開拓などを進め、相

談者の自立に向けた体制の整備を図った。 

 

３．被保護者就労支援事業 

   被保護者に対して、関係機関への同行訪問や就労支援員による就労支援、就労に関

する意欲喚起等を行った。 

 令和７年度 令和６年度 

延べ支援件数 ９２件  １２７件  

 

４．被保護者就労準備支援事業 

  直ちに一般就労への移行が困難な被保護者に対して、一般就労に従事する準備とし

ての基礎能力の形成、社会的能力の習得、就労体験等を計画的かつ一貫して支援した。 

 令和７年度 令和６年度 

延べ支援件数  ２４件   ８４件  

 

５．生活保護体制整備強化事業 

  要保護者及び要保護者の家族や関係者からの相談に応じ、アセスメントを実施して、

問題の所在や生活全般の把握を行った。また、生活保護制度の趣旨、仕組み、保護の

要件等について説明を行ったうえで、申請意思のある者について、生活保護担当者に

繋ぎ申請手続きを援助した。 

 令和７年度 令和６年度 

初回面談件数  ２３件   ３７件  
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６．食糧等提供事業 

   生活困窮者世帯に対し緊急的に食糧等を提供することにより、生活維持及び再建

に向けた相談支援を行った。 

 （１）生活つなぎ支援事業 

 令和７年度 令和６年度 

支援件数   ３件    ４件  

（２）みえ福祉の「わ」創造事業 

 令和７年度 令和６年度 

緊急食糧提供事業  ４９件   ５６件  

緊急時物品等支援事業   ２件    ５件  

 

７．ふくし総合相談 

  令和７年度 令和６年度 

相談件数  ４６件    ４６件  

※地域包括支援センター課と合同集計 

 

８．居住支援事業 

  居住法人の認可を受け、住宅の確保や居住の継続に配慮が必要な方に対し、相談支

援、物件探しなどの支援を行った。 

 

９．おひとりさまの課題に対する重層的支援体制整備の構築 

  いなべ地域在宅医療介護連携支援センターと連携し、おひとりさまの課題に取り組

んだ。 

  いなべ地域の地域課題として、医療機関における身元引受人の内容等について関係

機関とともにガイドラインを読み解き、地域の実態把握を行った。 

 

【障がい支援課】 

（相談支援事業所） 

 １．障害児・者相談支援事業（いなべ市委託事業） 

  （１）いなべ市より、障がい児・者の総合相談事業を受託し、福祉サービス利用援助、

情報の提供等必要な支援を総合的に行った。 

     相談支援を行った人数 １９７名（障がい者１２３名、障がい児７４名） 

  （２）困難ケースに対応するため、必要に応じて、保健、医療、福祉、教育、就労等、

関係機関と連携して支援を行った。 

     相談支援を提供した延べ件数 １，３８９件 

（関係機関との連携回数２０６回） 

 

 ２．いなべ市地域移行のための安心生活支援業務（いなべ市委託事業） 

  （１）いなべ市と協働して、障害者手帳所持者でサービス利用がない緊急性の高いケ

ース（重点対象者）の把握に努め、訪問等で状況確認を行い、必要なサービスの
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利用に向けて支援を行った。 

    対象ケース 身体障害者手帳保持者９名 療育手帳保持者４名 

    年間訪問件数３９件 福祉サービスコーディネート件数 １件 

  （２）相談支援機関につながっているケースについても、緊急性の高いケース（ハイ

リスク世帯）について、いなべ市、基幹相談支援センター及び相談支援事業所

等の支援機関と協議し、対象ケースの選定を行い、今後の支援体制の構築に向

けて支援を開始した。  対象ケース ５件 

  （３）いなべ市と協働して、地域生活拠点連携会議を開催し、市内の協力事業所に向

けて、地域生活支援拠点の制度説明や拠点コーディネーターの役割、重点対象者

へのアウトリーチ、ハイリスク世帯の利用者の情報共有を行い、緊急時に向けて

の対応について協力依頼を行った。 

 

 ３．障がいプラン作成業務 

    障害者総合支援法に基づく計画相談支援事業を実施した。 

  （１）日々の業務や定例会のなかでケースの情報共有を行い、利用者が地域生活を送

れるよう、支援方法について検討し、サービス等利用計画の作成を行った。 

  （２）三重県主催の精神障がい支援者養成研修等各種研修への参加や桑員圏域の相談

支援従事者養成研修に参画し、地域の障がい者等の意向に基づく地域生活を実現

させるために必要な保健、医療、福祉、就労、教育などのサービスの総合的かつ

適切な利用支援等の援助技術の習得を図り、相談支援事業所のスキルアップを図

った。 

  （３）ケースの支援を行いながら、出てきた課題に対して、いなべ市自立支援協議会

相談支援部会などで関係機関と協議し、いなべ市全体の課題として捉えてもらう

ようにした。 

  （４）生活課題の内容に応じて、障害者雇用、障害年金、生活困窮者支援、成年後見

制度等、関係機関と連携して支援を行った。 

   （年間請求件数） 

 令和７年度 令和６年度 

計画相談支援 ５１４件  ４６８件  

障害児相談支援 ２１５件  ２４５件  

 

介護・生活支援サービス部門 

【居宅介護支援課】 

（居宅介護支援事業所） 

  特定事業所加算（Ⅱ）取得事業所 

  特定事業所医療介護連携加算取得事業所 

 令和７年度 令和６年度 

居宅介護支援専門員 職員数 １２名  １１名  

 

１．在宅介護において、介護保険を利用する際に必要な計画書の作成 
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  （１）介護計画書（ケアプラン）の作成業務 

    令和７年度 令和６年度 

ケアプラン作成件数 ４，３８２件  ４，３３５件  

契約件数 ３７３件   ３６８件  

 

  （２）介護予防計画書（予防ケアプラン）の作成業務 

 令和７年度 令和６年度 

予防ケアプラン作成件数 ３２０件  ３４２件  

契約件数  ４６件   １８件  

 

  （３）要支援、要介護において切れ目のない継続的なケアマネジメントの実施 

     地域包括支援センターとの連携を常に行い、要支援や要介護状態になっても利

用者にとって切れ目のない介護サービスが提供できるよう支援した。 

 

２．ケアマネジメントの質の向上への取り組み 

  （１）介護支援専門員のケアマネジメント能力の向上と平準化に努めた。 

    ①介護計画書の事業所内点検の実施、保険者点検への参加 

     ・事業所内点検 １回 

     ・いなべ市介護保険ケアプラン点検の立会い ２回（主任介護支援専門員） 

②研修参加による人材育成 

 ・地域包括支援センター主催の研修         １回 

 ・いなべ在宅医療・介護連携研究会主催の研修  ５回 

  ・介護支援専門員協会主催の研修       １７回 

  ・その他の専門的研修            １１回 

  ・いなべ市居宅介護支援事業所連絡会主催の研修   ２回  

③介護保険情報の共有およびケアマネジメントスキル向上のための業務会議 

４８回 

④主任介護支援専門員による県内介護支援専門員の育成指導 

  ・いなべ市居宅介護支援事業所連絡会（勉強会含む） ６回 

  ・三重県介護支援専門員研修生への巡回指導     ２回 

⑤その他、多様な社会資源の活用 

   地域住民の支え合いやボランティア、他制度を含めた多様な主体が提供する

生活支援サービスが提供されるよう取り組んだ。 

  （２）介護支援専門員の業務効率化への取り組み 

  ・ＡＩ要約の会議録作成システムを導入し、事務作業の効率化を図った。 

  ・国が推奨するケアプランデータ連携システムを先駆的に導入した。 

（３）総合相談の受付・福祉サービス調整 

わかりやすい制度説明等が提供できるように、幅広い相談に対応した。 

 令和７年度 令和６年度 

電話・来所等の相談件数 １６４件 １５７件 
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３．関係機関との連携強化 

（１）個別サービスのマネジメント機関として地域の中核的役割を担った。 

  ・いなべ市居宅介護支援連絡会における運営・推進に寄与した。 

  ・三重県介護支援専門員協会桑員支部の役職に就き、その活動に尽力した。 

（２）保健・福祉・医療等の関係機関との連携を密にした専門性の高い支援の提供 

・地域における介護サービス事業所はもちろん、総合病院、訪問診療所、地域の

開業医との連携を日常的に行い、共通の目標を持って利用者支援を行った。 

・複雑化した介護問題については、組織内で連携を図り利用者への利益を念頭に

おいた支援の調整を行った。 

 （３）地域包括ケアシステム構築に向けた研修や連携会議への参加 

・地域包括支援センターや いなべ市が主催するケース会議、各種研修会に参加す

ることで、多職種協働を推進した。 

 

 ４．高齢者虐待防止委員会の開催等による体制の整備 

   高齢者虐待防止委員会     １２回 

   高齢者虐待防止関連研修     ２回 

 

【介護支援課】 

（訪問介護事業所・介護予防日常生活支援総合事業第１号訪問事業所） 

（障害者総合支援法 居宅介護サービス事業所） 

 １．事業所としての質の向上 

  （１）利用者一人ひとりの個別性を尊重しながら、専門職としての知識と根拠に基づ

く視点を持って、サービス提供に努めた。 

（２）アセスメントをしっかりと行うことで、利用者を取り巻く生活全般の背景を把

握し、併せて把握した情報を多職種と共有することで、利用者への的確なサービ

ス提供に繋げた。 

（３）本人が在宅での生活が長く維持できるよう、また、利用者家族の支えとなるよ

う、在宅生活を続けていくにあたり必要な訪問回数や、サービス内容などを担当

の介護支援専門員と連携しながら、個々のニーズに合わせたサービス提供に努め

た。 

（４）介護保険や障害福祉制度の動向を迅速にキャッチし、定例会の中で情報周知 

を行った。 

 

 ２．関係機関との連携強化 

（１）介護サービスをより良いものとするため、多職種連携ツール MCS（メディカ ル

ケアステーション）も活用しながら、利用者を支援する関係機関と情報共有を密

に行い、利用者個々の能力に応じ、自立した生活が続けていけるよう支援した。 

（２）組織内部での連携を図りつつ、利用者個々のニーズに合った地域資源の共有が

望ましいが、利用者の生活に合う地域資源が少なく、十分な情報提供ができなか
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った。 

 

 ３．安定した事業運営（経営）への創意工夫 

  （１）職員の訪問予定に無理や無駄な移動がないかなど、効率的なスケジュール管理

を行った。また、利用者の希望どおりの時間や曜日に添えないことがあっても、

支援が途切れないよう柔軟に対応した。 

  （２）事務書類の簡略化を行いながら事務の効率化に努めた。IT ツールの活用につい

ては、現在使用しているソフトがクラウド型になったことで、新たな機能を有効

活用していきたい。 

  （３）公表している情報の更新を行い、事業所のサービス内容や体制を「見える化」

することで、利用者から選ばれやすい事業所になるよう努めた。 

 

 ４．身体拘束の防止や虐待防止委員会 

適正な判断ができるよう研修を行いながら、職員の認識を統一した。 

 

 ５．障害児（者）移動支援事業（いなべ市委託事業） 

利用者からの依頼は断らないよう努めたが、訪問介護員の人数に限りがあり、１日

単位の外出依頼は断らなければならないことがあった。 

また、利用頻度（回数）を要相談としたことで、利用者の希望に添えないこともあ

った。 

 令和７年度 令和６年度 

契約者数 ２８名  ２５名  

延べ件数 ２２４件  ２４７件  

 

 ６．福祉有償運送事業 

柔軟な対応を心がけたが、訪問介護事業との兼務による職員配置により、急な依

頼に対応することが難しいこともあった。 

（利用状況） 

 令和７年度 令和６年度 

登録者数 延べ件数 登録者数 延べ件数 

要介護認定者  ８名     ６８件 １３名 ４９件 

要支援認定者     ０名     ０件 ０名 ０件 

身体障害者     ７名 ２２２件 ６名 ２４９件 

精神障害者     ０名     ０件 ０名 ０件 

知的障害者     １名     ８件 １名 １０件 

（地区別登録者数）  
令和７年度 令和６年度 

北勢 ２名  ４名  

員弁 ２名  ４名  

大安 ８名  ７名  
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藤原 ４名  ５名  

 

７．介護保険訪問介護事業 

 令和７年度 令和６年度 

契約者数 延べ件数 契約者数 延べ件数 

介  護 ９２名  ７，８１２件  ８１名  ９，０３２件  

総合事業 １７名  ８０９件 １０名  ６０４件  

 

 ８．障がい訪問介護事業 

 令和７年度 令和６年度 

契約者数 延べ件数 契約者数 延べ件数 

居宅介護 ３８名  ３，９５３件  ３７名  ３，７０３件  

同行援護 １２名  １５１件 ９名  １５９件  

 

（介護予防事業）（いなべ市委託事業） 

１．一般介護予防事業 

   地域介護予防活動促進事業 

(１)運動コース 

おおむね６５歳以上の方を対象に市内２拠点（北勢・員弁）で、いつまでも元気 

な体が保てるよう貯筋体操をベースとし、転倒予防体操、有酸素運動などの運動

プログラムを実施した。自宅でも継続できる運動内容とすることで、日々の運動

習慣の定着が図れた。座位や立位での運動を基本としながらも、猫背解消につな

がる太鼓運動や骨盤底筋を鍛えるマット運動、歩行改善にもつながるラダー運動

なども取り入れた。夫婦での参加、認知機能の低下や歩行に支障のある方など、

参加者は多岐に渡るが、自主的に運動コースに参加することで、運動の楽しさを

知ってもらえる機会となった。また年４回の測定会を行い、自身の状態を客観的

に把握する機会も設けた。 

測定会の結果から、全体的に握力低下が著しいことが把握できた。握力低下は、

将来的に全身の筋力低下に陥る傾向が示唆されているため、継続して運動習慣の

定着に向けた啓発が必要である。 

広報紙にて参加啓発を行っている効果もあり、新規参加者が６０名となった。

会場の広さを考慮するとかなり手狭になるため、実施会場についても検討が必要

である。 

 令和７年度 令和６年度 

登録者数 １４３名  ８８名  

延べ利用者数 １，５９１名  １，３８７名  

 

(２)青空ひろば 

誰もが健幸づくりを意識し、気軽に運動が行える場所として一般開放した。年間

を通して月平均２．６名が新規利用となった。初回利用時には筋肉量の測定を必
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ず行い、利用期間中にも適宜、測定を行える環境を整備した。参加者同士で近況

報告を行ったり、声を掛け合い一緒にトレーニングをしたりするなど、運動だけ

でなく利用者同士のコミュニケーションが図れる場となった。準備運動として動

画を視聴しながら行う貯筋体操や姿勢分析機器による運動などは、参加者が自主

的に行えていた。 

利用者の全体像として、“自分でできる範囲”のみに運動を制限する傾向がある

ため、利用時の様子を伺いながら、目標回数などを設定し、徐々にステップアッ

プできるようアドバイスを行っていきたい。 

 令和７年度 令和６年度 

開所日数 ５０日  ３１日  

延べ利用者数 １，０７３名  ７４４名  

平均利用者数／日 ２１名  ２４名  

 ※令和６年度は、９月より開始 

 

(３)いろいろコース 

心身の健康を目指し、「楽しい」を互いに共有しながら介護予防活動に取り組め

るよう、幅広い分野のプログラムを提供し、同時に終了後も自主的な活動が継続

できるよう地域の集いの場などの紹介を行った。また、体組成計を用いて利用者

の筋肉量の測定や姿勢の分析に加え、個別の“元気シート”を活用し、日々の活

動量の把握とアドバイスを行った。 

高齢者でも所有率の高いスマートフォンを活用した写真の撮り方や QR コードの

利用方法、創作レクリエーションとしての古紙を使った買い物バックの作成、地

域の子育て支援センターを訪問するなどした世代間交流プログラムを実施し、コ

ース名のとおり幅広い分野の内容を提供した。 

管理栄養士による栄養プログラムでは、日頃何気なく使っている調味料などの

塩分量をオリジナルの減塩トランプを使って把握したり、福祉バスを乗り継いで

ショッピングセンターへ行き、店舗に陳列されている商品に含まれる塩分量など

を実際にチェックしながら、普段の生活での減塩に対する意識づけを行った。 

いろいろコース参加時には、他利用者と一緒に取り組める環境下であるため、

“ここではするけど、家ではしない”という声もあり、いかに自宅や地域でも継

続できるかが課題である。 

 令和７年度 令和６年度 

前期 後期 合計 前期 後期 合計 

登録者数 ２３名 １５名 ３８名 ３９名 ２３名 ６２名 

延べ利用者数 ２９１名  １５４名 ４４５名 ３６１名 ２４４名 ６０５名 

 

(４)測って・歩いて・鍛えよう！  

～ポールウォーク×運動器具で楽しく健幸チャレンジ～（新規事業） 

実施回数 ４回   参加者数 ２０名 
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姿勢や歩行、筋肉量などを測定し、参加者自身の健康状態を客観的に知る機会と

して実施した。測定結果を基に、より効果的な運動に繋げることを目的とし、運動

コースや青空ひろばでも行っている要素を加えたプログラムとしたことで、利用後

も継続的な運動習慣が確保できた。 

事業実施後、２名～３名が運動コースに参加していただけるようになった。測定

を行うことで、身体機能に関する結果を可視化し、運動の重要性を伝えることがで

きた。低栄養状態や咀嚼力が低下している方を把握できたため、今後は、栄養・口

腔ケアも含めた包括的なアドバイスができる環境を構築することで、より早い段階

から介護予防に取り組めるようにしたい。 

 

(５)出張型介護予防啓発 

フレイル（虚弱）状態に陥らないよう予防啓発として市内各地で実施した。自治

会やボランティア団体、地域の老人クラブ活動としても実施されている「ふれあ

いサロン」主催者からの依頼の他、２地区の福祉委員会にも訪問した。 

    依頼があり訪問した際には、必ず ①最近痩せてきていないか ②以前よりも疲れ

やすくなっていないか ③外出に対して消極的になっていないかを確認し、健康状

態から要介護状態までの下り坂をイメージできる内容を示した。筋肉減少症の有

無を簡易的に測定できる「指輪っかテスト」を参加者に実施してもらうことで、

自身の状態を把握してもらった。また、栄養面において、毎日の食事に取り入れ

ていただきたい食品も勧めた。 
 

（地域別実施状況） 

北勢地区 ２ヵ所  員弁地区  １ヵ所 

大安地区 ３ヵ所  藤原地区  ３ヵ所 

計 ９ヵ所  参加総数 ３１５名 

 

 (６)介護予防啓発イベント 

介護予防に関する情報発信を行いながら、各種関係機関と連携し、市内で介護

予防が更に発展していくよう取り組んだ。 

①介護予防セミナー 実施回数 ８回  参加者総数 ９９名 

・骨の健康チェック～骨密度測定～ ７月３０日  参加者数 １４名 

測定後に管理栄養士からレクチャーを受け、骨の構成要素や効率よくカル

シウムを摂取する方法ついて学んだ。 
・薬の飲み方説明会 ８月２７日  参加者数 １４名 

アイン薬局いなべ店の薬剤師を講師に迎え、国などが推奨しているジェネ

リック医薬品の活用やサプリメントとの併用、自己判断による服薬中止など

についての講義を実施した。参加者から活発な質問が出されるなど、関心の

高さが伺えた。 
・みんなで予防しよう認知症 ９月２４日  参加者数 １４名 

公文教育研究会学習療法センターより講師を迎え、加齢による認知機能の変

- 38 -



化や、MCI（軽度認知障害）、SCD（主観的認知機能低下）などを含めた、認

知症と物忘れの違いについて学んだ。読み書き、簡単な計算、他者とのコミ

ュニケーションには、認知機能の維持もしくは改善に強い効果がある点につ

いて、座学だけではなく事例紹介や動画視聴により利用者を飽きさせない工

夫された内容となった。 

・バリアフリービクス １０月２９日  参加者数 １２名 

県内唯一のバリアフリービクスインストラクターを講師に迎え、日頃か

ら実施している貯筋体操でも取り入れている、上下肢の運動などに類似した

体操や拮抗運動と、エアロビクスでもよく聞かれる音楽を聞きながらリズム

に合わせる運動を実施した。 

※バリアフリービクス・・・障がいの有無、年齢、性別を問わず、誰でもどこでも楽しめ 

ることを目的とした日本発祥のダンスを用いた運動。 

・いなべからフレイルをなくそう！ １１月２６日  参加者数 ８名 

出張型介護予防啓発としても実施しているフレイル予防の内容に加え、 

平均寿命と健康寿命の違いや、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を説明した。

また、低栄養、体重減少等による筋力低下の予防と、フレイルから要介護状

態へのドミノ倒しにならないよう、日々の生活から気をつける点を説明した。 

・お口の健康習慣！嚙む力チェック １２月２４日  参加者数 １０名 

歯科衛生士会桑員支部の歯科衛生士を講師に迎え、歯の役割や自歯が欠損

していると認知症の発症やバランス能力低下による転倒リスクが高くなる点

など、口腔ケア+フレイルについての説明を行った。また、嚥下と誤嚥の内

容から誤嚥性肺炎について、いろいろコースやはつらつ教室でも行っている

口腔体操の重要性を伝えた。咬筋力を測る咬筋力チェックガムの試食も実施

した。 

・セラバンドを使った有酸素運動 １月２８日  参加者数 １６名 

初めての試みとして、介護予防運動指導員によるセラバンドを使った有酸

素運動を、事前収録した動画を視聴しながら実施する形式で実施した。上半

身、下半身それぞれで、からだの各部位を意識した運動を行った。 

※セラバンド・・・リハビリの現場で使われているゴム製の運動用バンドで、筋トレなど 

でも用いられる。 

・ノルディック・ポールを使った有酸素運動 ２月２５日 参加者数 １３名 

運動では関節を伸ばすことが多いため、個人の可動域以上は行わないこ

と、しっかりと息を吐くことを説明し、ノルディック・ポールを使用したス

トレッチや転倒予防につながる運動を行った。保持して立つだけで姿勢が良

くなる点と、腹筋や背筋が自然と意識することを伝えた。 

※ノルディック・ポール・・・ウォーキングに使用するポールで、普通のウォーキングよ 

りも全身運動になるもの。 

 

     骨密度測定や服薬管理、認知症、口腔ケア、有酸素運動と介護予防に必要とさ

れる内容を７月から２月まで毎月実施できたが、周知不足もあり、参加者が運動
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コースやいろいろコース利用者、青空ひろばを利用されている方に固定されると

いう結果となった。 

 

②健幸測定会２０２６  ３月１５日  参加者数 ４３名 

（地区別参加者内訳） 

北勢地区 １２名  員弁地区  ７名 

大安地区 １２名  藤原地区 １２名 

介護予防に関する啓発イベントを通して、市民の認識や活動意欲を高め、早期

から介護予防に取り組むことで、健康寿命の延伸を目指すことを目的として実施

した。 

昨年度実施した歩行 、姿勢 、危険予測能力 、筋肉量 、野菜摂取量の測定に

加え、骨密度測定とフレイル予防啓発、服薬相談を設けた。実施に当たっては、

市内で介護予防事業を行っている元気クラブ、いなべ暮らしの保健室の他、介護

予防セミナーでも講師に招いたアイン薬局にも参画いただいた。 

今の“カラダ”の状態を可視化できたことで、参加者から筋肉増加や野菜摂取、

運動習慣などに関して、自身で見直していただける機会となった。 

 歩行という点においては、高い能力を維持できているが、筋肉量や栄養面で将

来的にフレイルとなる予備軍が多いことが把握できた。年１回の測定には参加す

るが、日頃はあまり運動もしないといった参加者もおり、運動習慣の継続とフレ

イル予防への啓発、高齢者自身が気軽に測定ができる環境整備を行う必要がある。 

 

 (７)自主運営クラブ・サークル（はつらつクラブ）の後方支援 

介護予防教室を卒業された方や介護予防に関心のある方等が中心となり、介護

予防に関する活動が自主的かつ継続的に取り組める支援として、様々な情報提供

と自主的な集いの場づくりに向けたサポートを行った。 

 各クラブに共通して固定メンバーが多く、新規会員の増加までは至っていない

が、クラブ間での情報交換が行える環境となってきているため、自主運営の集い

の場として後方支援を継続していく。 

     令和７年度 令和６年度 

クラブ数 ７団体  ７団体  

会員総数 ６３名  ６５名  

支援回数 ３３回  ３８回  

 

 (８)多職種間の連携強化 

いなべ市幸齢地域づくりプロジェクト会議への参加 １０回 

いなべ市における介護予防・生活支援サービス事業を円滑・効果的に展開で

きるよう、行政担当課や他事業所、専門職間での情報共有と地域全体で包括的

なサービス提供ができる仕組みづくりを検討した。社会資源としての介護予防

に関する出前講座の現状整理や、高齢者が活躍するための元気づくりを推進す

るというゴールを設定し、継続的に介護予防へ取り組むことや社会参加の推進
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について検討した。 

 

２．いなべ市介護予防・生活支援サービス事業 

通所型サービス・活動Ｃ（はつらつ教室） ２ヶ所（藤原・員弁） 

     令和７年度 令和６年度 

登録者数 ３０名  ３８名  

延べ利用者数 ８２５名  １，１６６名  

健康で自立した生活が続けられるよう、介護予防が必要とされる方に対し、介

護予防サービス支援計画に基づき、健康維持を目的としたプログラムを提供した。

教室参加時だけではなく、自宅における活動の維持と継続のため、個々の身体状

況に応じた総合的なプログラム（運動機能・認知機能・口腔ケア・栄養プログラ

ム）を提供することで、はつらつとした生活を送るための支援を実施した。 

利用者の個別ケースに関して、ケース会議を開催し、担当者と情報共有に努め

た他、管理栄養士、作業療法士などの専門職による個別訪問を行うことで、日常

生活におけるセルフケアの啓発を行った。 

口腔ケアにおいては、歯科衛生士による集団指導を行い、状況に応じて医療機

関への受診勧奨を行った。 

     

【居宅介護支援課・介護支援課共通】 

１．感染症対策への徹底 

（１）利用者・職員に対し、各種ウィルス性感染症の発生予防・蔓延の防止のため、

マスクの着用や手洗い・消毒等の徹底に努めた。 

（２）研修を行いながら、マニュアルの見直しを行い、安全・安心に支援できるよう

努めた。 

 

【障がい支援課】 

（就労継続支援Ｂ型・生活介護・短期入所事業） 
 １．利用者への充実した支援の提供 
  （１）初めて行う作業にも挑戦する姿勢を大切にし、最後まで成し遂げることで達成

感を味わい、やりがいにつながるよう作業の提供を行った。 
  （２）就労に必要な技術のみならず、各種イベント等での販売を通じて、社会性を得

るための支援を行った。 
  （３）生活介護の利用者には、作業活動の他に散歩や体操、創作など個別での活動を

提供した。また、全体の行事では、クリスマス会や日帰り旅行などを企画し、普

段とは違った活動を通じて、一人ひとりの活力やモチベーションに繋げることが

できた。 
  （４）利用者で希望する方には、看護師による機能訓練の他、誰もが楽しく取り組め

る内容の運動を提供した。 
（５）利用者の将来の生活を支えるため、短期入所を計画的に利用し、楽しく過ごし

ていただけるよう支援を行った。また、グループホーム入居予定者には連続して
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利用していただき、入居に向けた取り組みを行った。 
 

 ２．職員の質の向上 
  （１）利用者の障がい特性に応じ、責任ある態度で支援に努めた。 
  （２）利用者および保護者への対応は、懇切丁寧に行うよう努めることはできたが、

コミュニケーション能力や相談技術の向上につながる研修までは至らなかった。 
  （３）報告・連絡・相談を密に行うことで職員間の信頼関係を構築し、利用者ニーズ

に即した支援を行うため、職員間の連携を強化し、チームワークの向上に努めた。 
（４）各種委員会では、障がいの特性など理解するとともに、虐待防止・身体拘束廃 

止研修などの機会を設け、職員の質の向上に向けた取り組みを行った。 
 

 ３．利用者の作業と工賃の充実 
  （１）現在、内職を契約している企業から、継続して複数の作業を請け負うことがで

き、より多くの作業が提供できた。 
  （２）新規企業より、新しい作業を請け負うことができた。 
  （３）オレンジ工房あげき工賃支給要綱に基づき、適切な支給を行った。 
  （４）カゴ洗浄作業の減少は工賃支給に影響が大きく、工賃の向上は至らず、例年並

みの支給となった。 
 
 ４．関係機関等との連携強化 
  （１）関係機関との会議には積極的に参加し連携の強化に努め、また個別支援計画を

見直すことで、利用者ニーズの把握に努めた。 
  （２）相談支援事業所との連携を密に行い、利用者ニーズの把握及び支援につなげた。 
  （３）北勢中学校１年生の班別分散学習、北勢・藤原中学校２年生の職場体験の受け

入れ、退職女性教職員との交流など、地域に開かれた施設運営を行った。 
 
 ５．安定した運営（経営）と選んでもらえる事業所になるための工夫 
  （１）無駄な残業はせず、常にコスト意識を持つことに努めた。また、祝日の開所を

行い、家族の負担軽減につなげた。 
  （２）特別支援学校の実習を積極的に受け入れ、くわな特別支援学校高等部１年生２

名、２年生１名、３年生１名の生徒を受け入れ、３年生の実習生は卒業後の進路

先につながった。 
  （３）実習生には、障がいの特性に応じた活動を提供し、活動内容を積極的にアピー

ルすることで、学校卒業後の進路希望につながった。 
 
 ６．感染症対策を徹底した事業所運営 
  （１）毎日の業務終了後、施設内の机、椅子、手すり等の消毒を徹底した。 
  （２）利用者は通所時と午後の１日２回の検温、手洗い、手指消毒を徹底した。 
  （３）感染対策マニュアルを作成し、マニュアルに沿った事業所運営を行った。 
  （４）職員も自己の体調管理に努めるとともに、感染症に対する正しい知識を身につ

けるための研修を行った。 
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 ７．障がい者虐待防止の更なる推進と身体拘束の適正化 

利用者の人権擁護・虐待防止の観点から、利用者の生活の自由を制限することなく

利用者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当化することなく職員一人一人が

身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止に向けた意識を持ち、身体拘束をしない支

援の実施に努めた。 

  （１）虐待防止委員会 ２回 

  （２）虐待防止・身体拘束防止研修 ２回 

 
 ８．障がい者グループホーム事業開設に向けた取り組み 
  （１）グループホーム建設にあたり、地域住民の理解を得るために、住民説明会を開

催した。 
     参加者 ５名 
  （２）竣工式では、市長、市議会議長、家族の会代表、設計会社、建設会社、福祉部

関係者、地域から大字阿下喜自治会会長、大字阿下喜自治会東町３自治会長に出

席していただき、グループホームの完成を報告すると共に、内覧会ではグループ

ホームの運営について説明を行った。 

     竣工式出席者 ８名 内覧会出席者 ３５名 
（３）グループホーム入居後の生活について、利用者、保護者の意向が反映できるよ

う、意見交換の場を設けた。 
（４）グループホーム開所直後から安定した運営が実現できるよう、短期入所を活用

し、グループホームの日課に合わせた取り組みを行った。 
 

 ９．延長利用サービス 
   利用者および保護者への利便を図るため、当事業所利用者を対象とした、延長利用

サービスを実施した。 
    利用者 ４名 
 
１０．日中一時支援事業（いなべ市委託事業） 

        令和７年度 令和６年度 
利用者数 ５名  ４名  

延べ利用者数 ３３名  ２０名  
 
１１．利用者数 

    就労継続支援Ｂ型 

     令和７年度 令和６年度 

利用者数 ２４名  ２５名  

延べ利用者数 ４，８５２名  ４，６５８名  
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生活介護 

     令和７年度 令和６年度 

利用者数 ２９名  ３０名  

延べ利用者数 ５，７３３名  ５，４５３名  

 

    短期入所 

        令和７年度 令和６年度 

延べ利用者数 １７６名  １７４名  

 

保育事業部門 

【こども支援課】 

（認定こども園） 

１．利用園児数 

令和７年度より、認定こども園に運営が変わり１号認定、２号認定、３号認定の園

児を受け入れた。 

また、いなべ市からの移譲でほくせいこども園が増えて６園の運営となり、定員数

の受入れ総数が６９０名となった。 

しかし、定員割れが起きている園もあり、今後も安定した運営を図るために定員数

の変更と３歳未満児の受入数を増やすことを検討している。 

（単位：名） 

 石榑こども園 三里こども園 丹生川こども園 山郷こども園 員弁西こども園 ほくせいこども園 

 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 R7 R6 

定員数 140 140 80 80 50 50 120 120 160 150 140  

０歳児 6 4   3 3 2 3 6 6 3  

１歳児 9 6   8 7 9 12 13 13 8  

２歳児 18 22 11 12 10 9 17 13 18 15 19  

３歳児 

（１号）

（２号）

40 40 33 15 10 8 47 36 37 45 31  

（10） （8） （3） （16） （11） （6） 

（30） （25） （7） （31） （26） （25） 

４歳児 

（１号）

（２号）

40 24 15 21 7 10 36 33 37 49 27 

 （8） （3） （1） （8） （9） （5） 

（32） （12） （6） （28） （28） （22） 

５歳児 

（１号）

（２号）

25 33 23 26 11 11 32 32 49 28 40 

 （4） （4） （4） （5） （7） （4） 

（21） （19） （7） （27） （42） （36） 

計 138 129 82 74 49 48 143 129 160 156 128  

※令和７年度、令和６年度ともに３月末時点の入園児数 

 令和６年度のほくせいこども園は、公立園からの移譲により受入れ数等の記載は 

なし 
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２．主な活動 

（１）行事の実施方法を見直しつつ季節や伝統を感じる活動を実施した。 

     生活の中で節目となる行事の実施 入園式（４月）、卒園式（３月） 

     季節に応じた活動、伝統行事の実施  

プール活動（６月～７月）、なつまつり（７月）、運動会（１０月）、 

クリスマス会（１２月）、節分豆まき（２月） 

  （２）子どもたちが主体的に考えて行動できる行事や園児の仲間づくりを意識した行

事を企画し、園児の成長に合わせて個々の気持ちに寄り添った活動を行った。 

      遠足（春・秋） 

      野外活動 

       竹林の散策・タケノコ掘り、森林散策（春） 

       川へ出向いて水遊び（夏） 

       園庭で、子どもたちが火おこしなど役割分担を決め、焼き芋・味噌汁・ 

おでん・だいこんもち・黒豆ご飯などを作る。（秋～冬） 

 

 ３．一時預かり事業（いなべ市委託事業） 

   保護者の病気、家族の看護や介護その他事由により家庭において保育を受けること

が一時的に困難となった児童の保育を実施した。 

   利用を必要とする理由にかかわらず最大限を受け入れた。こども園を利用できない

３歳未満児の申込数が増えているため、保育士と保育室の確保を市と調整し、こど

も園を利用できる３歳未満児の枠を増やす検討をしていく。 

 令和７年度 令和６年度 

 延べ人数 延べ日数 延べ人数 延べ日数 

石榑こども園 ４０名  １４３日  ４０名  １８０日  

三里こども園 ２４名  １１１日  ６名  １２日  

丹生川こども園 ５２名  ３１９日  ３８名  １６９日  

山郷こども園 ４名  １４日  ２４名  ７４日  

員弁西こども園 ７名  １８日  １８名  ３４日  

ほくせいこども園 １９名  ４４日    

 

 ４．障がい児保育事業の充実（いなべ市委託事業） 

   公立こども園に保育士を派遣し、障がい児保育の理解を深めた。公立こども園に派

遣する保育士職員は、障がい児保育の技術だけでなく、専門職としての資質向上を図

るため研修を受講した。 

   治田こども園 ３名  員弁東こども園 ７名 

   笠間こども園 ７名  ふじわらこども園６名 

 

（子育て支援センター）（いなべ市委託事業） 

 １．子育て支援センター事業 
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    利用対象者が、安心して子育て支援センターを利用してもらえるよう実施した。 

    ただし、出生数が減っていることやこども園を利用する方が増えているため、子

育て支援センターを利用できる対象者（未就園児）は減少傾向にある。今後は子育

て支援センターの来館利用者数を増やすことだけでなく、おもちゃを載せた車両（ 

   おでかけＧＯ）を活用し、地域の公民館や公園など集まりやすい場所に出向き 

   身近に相談できる事業の充実と子育て支援センターの周知を行っていく。 

 

２．開所日数と利用者数 

石榑子育て支援センター 

 令和７年度 令和６年度 

開所日数 ２４１日 ２４２日 

対 象 
延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

～１２ヶ月 ２６１名 ４２名 １３２名 ４０名 

０歳児 ８９５名 ４８名 ９４１名 ３３名 

１歳児 ９４５名 １８名 １，００２名 １８名 

２歳児 １，０２１名 １７名 ７２７名 ８名 

３歳児以上 １０名 １名 ２０名 ０名 

保護者 ２，６２５名 １１９名 ２，６２９名 ７９名 

合 計 ５，７５７名 ２４５名 ５，４５１名 １７８名 

 

北勢子育て支援センター 

 令和７年度 令和６年度 

開所日数 ２４２日 ２４３日 

対 象 
延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

～１２ヶ月 ２１０名 ４０名 ４００名 ４１名 

０歳児 １，６３６名 ５７名 １，００９名 ３６名 

１歳児 １，０１９名 １９名 １，４４１名 ２２名 

２歳児 １，２１６名 １４名 ８７８名 ２１名 

３歳児以上 ２４名 ３名 １４名 ０名 

保護者 ３，３２８名 １１１名 ２，９８７名 １１１名 

合 計 ７，４３３名 ２４４名 ６，７２９名 ２３１名 

 

員弁子育て支援センター 

 令和７年度 令和６年度 

開所日数 ２４２日 ２４２日 

対 象 
延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 
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～１２ヶ月 ２４９名 ４７名 ２３０名 ３９名 

０歳児 １，０９５名 ４１名 １，１４７名 ４４名 

１歳児 ４７９名 ６名 １，１０６名 ２８名 

２歳児 ７４８名 １１名 １，３２７名 ７名 

３歳児以上 ４名 ０名 ９名 ０名 

保護者 ２，２４４名 ９２名 ３，０９３名 ９０名 

合 計 ４，８１９名 １９７名 ６，９１２名 ２０８名 

 

笠間子育て支援センター 

 令和７年度 令和６年度 

開所日数 ２４１日 ２４１日 

対 象 
延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

～１２ヶ月 ２３５名 ４８名 ３０３名 ３７名 

０歳児 １，７８６名 ５２名 ９２８名 ３０名 

１歳児 ８００名 １５名 １，３１１名 １６名 

２歳児 ９０３名 １４名 １，２８１名 ６名 

３歳児以上 １６名 ０名 １３名 １名 

保護者 ２，８３３名 １２２名 ３，０８０名 ９８名 

合 計 ６，５７３名 ２５１名 ６，９１６名 １８８名 

 

藤原子育て支援センター 

 令和７年度 令和６年度 

開所日数 ２４１日 ２４３日 

対 象 
延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

延べ 

利用者数 

内新規 

利用者数 

～１２ヶ月 ２７３名 ２１名 ２６０名 ２２名 

０歳児 ８８９名 ３２名 ４９４名 ３１名 

１歳児 ４０２名 １４名 ８３２名 １６名 

２歳児 ８４６名 １０名 ７９２名 ９名 

３歳児以上 ７名 ０名 １名 ０名 

保護者 １，９３６名 ６５名 ２，０２９名 ６５名 

合 計 ４，３５３名 １４２名 ４，４０８名 １４３名 

 

３．孤立した子育てをなくす途切れのない子育て支援事業 

（１）ブックスタート事業（全児童の把握事業） 

   生後６カ月児と保護者を対象に「地域のみんながあなたの子育てを応援しています

よ」という思いを伝え、赤ちゃんにおすすめの絵本をプレゼントした。 
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  令和７年度 令和６年度 

石榑子育てセンター ６９名  ５５名  

北勢子育てセンター ５８名  ５８名  

員弁子育てセンター ３８名  ６５名  

笠間子育てセンター ７９名  ５３名  

藤原子育てセンター １６名  ２１名  

合計 ２６０名 ２５２名 

 

（２）１歳おめでとう訪問（訪問による全児童の把握事業） 

   満 1 歳を迎えたお子さんの誕生月に家庭訪問し、バースデーカードに足型をとって

プレゼントした。保護者の方の悩みや子育て状況などを把握し、直接顔を見て話すこ

とで信頼関係を築いた。 

  令和７年度 令和６年度 

石榑子育てセンター ６２名  ３９名  

北勢子育てセンター ５３名  ５６名  

員弁子育てセンター ５９名  ６０名  

笠間子育てセンター ７０名  ５５名  

藤原子育てセンター １９名  １６名  

合計 ２６３名   ２２６名  

 

（３）ブック・RE スタート事業 

   満２歳児を対象に来所していただき、プレゼントする絵本の読み聞かせを行い、保

護者との結びつきを深めた。保育園を利用する児童が増えているので、ブック・REス

タートを通しての保護者や児童との関わり方について市と見直しの検討をした。 

  令和７年度 令和６年度 

石榑子育てセンター ５５名  ５８名  

北勢子育てセンター ５１名  ７５名  

員弁子育てセンター ２１名  ８８名  

笠間子育てセンター ６２名  ７６名  

藤原子育てセンター ２１名  ２０名  

合計 ２１０名  ３１７名  

 

（４）おもちゃを載せた車両で出向く活動 

   子育て支援センターまで遠い、交通手段がないなど様々な理由による未利用の方が

いるなかで、子育て支援センターの利用者のすそ野を広げることを目的として様々な

場所に出かけた。屋外実施は天気に左右されることもあり、自治会館などをお借りし

て活動する「出前ひろば」を開催した。 
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（５）相談事業 

子育て支援センターを利用出来ずに悩んでいる方への個別支援として、来所面接、

電話、訪問などで育児の悩みや不安・疑問に対し、専門的な立場から相談を受け付け

た。 
 令和７年度 令和６年度  

面接 電話 訪問 面接 電話 訪問 

石榑子育て支援センター ３８件 ２件 ０件 ６６件   ０件   １件 

北勢子育て支援センター ３２件 ０件 ８件 ３９件 １件 ０件 

員弁子育て支援センター ３７件 ３件 ３件 ２０２件 １件 ０件 

笠間子育て支援センター ４８件 ２件 ０件 ５３件 １件 ０件 

藤原子育て支援センター １７件 ０件 １件 １７件 ０件 ０件 

合計 １７２件 ７件 １２件 ３７７件 ３件 １件 

 

（療育支援事業）（いなべ市委託事業） 

 １．療育事業 

   個別療育訪問（はなまるタイム） 訪問回数１３２回 利用延べ園児数２８９名 

   職員向け個別療育振返り面談   実施回数１１回  対象園児２７名 

 

 ２．保護者支援 

   発達相談   ５回 

   発達相談報告会（保護者・保育担任・心理士・療育支援係） ２３回 

   就学相談   ２回 

   保護者面談 ２１回 

   電話相談  ２６回 

 

 ３．園支援事業 

   園児観察  ５６回 利用延べ人数７０名 

   こども園職員への巡回訪問  ７２回 対象園児７５名 

 

 ４．その他 

 令和７年度 令和６年度 

 実施回数 延べ人数 実施回数 延べ人数 

石榑子育て支援センター ６回 ７６名 ８回 １１１名 

北勢子育て支援センター ４１回 ４５５名 ４１回 ５５５名 

員弁子育て支援センター ７回 ８０名 １１回 ２０７名 

笠間子育て支援センター １９回 １８９名 １３回 １２８名 

藤原子育て支援センター １２回 １７８名 １５回 ２２０名 

合計 ８５回 ９７８名 ８８回 １，２２１名 
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   医療連携会議に出席 ２１回 

   保育コーディネーター会、保育・教育合同コーディネーター会に出席 １４回 

   子ども心身巡回指導研修 

   みえ発達障がい支援システムアドバイザー研修受講者の指導 
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